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はしがき

伝統的な経済学において，政府が担う役割の一つに経済安定化機能がある．経済安定化

機能とは，長期経済において社会が安定的に経済成長を遂げることができるように政府が

公共政策を用いて促していく機能である．そのような公共政策の代表的な政策が税と公共

支出 (公共投資)の政策である．これまでにも政府が税と公共支出を用いて経済安定化機

能を果たすための政策についての議論は多くなされてきている．例えば，公共支出を増加

させることや減税を通じて，総需要 (総消費)を増加させることによって，経済成長を高

める政策である．

公共政策が社会にとって安定的に経済成長を遂げる政策であるか否かについての評価方

法はさまざまである．長期経済を分析する代表的なフレームワークとしての新古典派経済

成長モデルでは，消費や資本などの一人当たり変数が一定である市場均衡 (定常成長経路)

において，公共政策の評価は一人当たり変数の水準に及ぼす影響やその影響を通じて社会

的厚生に及ぼす効果によって行われることが多い．新古典派経済成長モデルにおける定常

成長経路では，経済成長率や人口成長率は外生的なパラメーターにより示され，公共政策

はそれらに影響を及ぼさない．そのため，新古典派経済成長モデルでは，このような公共

政策の評価は外生的に与えられる経済成長率でなく，一人当たり変数の変化の大きさや一

人当たり変数の変化を通じた社会的厚生により行われている．

これに対して，現実の社会における経済成長率は様々な要因で変化しており，公共政策
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もその要因の一つである．経済安定化機能についての公共政策の評価を行うときに，定常

成長経路における経済成長率を用いることも必要であろう．1990年代以降，定常成長経

路における経済成長率が外生的なパラメーターによって示されるのでなく，政策変数を含

む変数とパラメーターによって定常成長経路の経済成長率を示すことができる内生的経

済成長モデルが構築された．これらのモデルを用いることによって，定常成長経路にお

ける公共政策が経済成長率に及ぼす効果を検討することが可能となったのである．例え

ば，Barro(1990,“ Government Spending in a Simple Model of Endogenous Growth,”

Journal of Political Economy 98, s103-s125) は，公共支出と定常成長経路の経済成長

率の関係を議論している．Rebelo(1991, “Long-Run Policy Analysis and Long-Run

Growth,”Journal of Political Economy 99, 500-521）は課税と定常成長経路での経済

成長率の関係について明らかにしている．これらの貢献を契機に，公共政策の定常成長経

路への経済成長率に及ぼす効果についての分析が活発に行われるようになってきた．

さらに，内生的経済成長モデルでは，定常成長経路を経済が一定率で成長する経路にあ

るときと定義される．新古典派経済成長モデルの定常成長経路では一人当たりの変数が一

定であるのに対して，内生的経済成長モデルの定常成長経路では一人当たり変数が一定率

で成長する．このことによって，公共政策が一定率で成長する経済における一人当たり変

数に及ぼす効果を通じての社会的厚生への効果や人口成長率への効果を検討することも可

能となる．

本論文では，この内生的経済成長モデルを用いて，税と公共支出が経済成長に及ぼす効

果について検討する．公共支出や税の増減によって，社会にもたらす影響も異なる．すべ

ての分野に同額の公共支出の増額や減額を行う政策，あるいはすべての税種に同率の増税

や減税を行う政策などによって，政府が経済安定化の役割を果たすことも可能であろう．

しかし，複数の課税主体の存在や増税・減税なく部門間での公共支出の配分の変更などは
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個人や企業の意思決定に影響を及ぼす．これらの複数の課税主体や配分の変更による政策

も経済安定化政策の役割を担うことができると考えられる．本論文では，一定率で成長す

る経済での定常成長経路の経済成長率，社会的厚生，そして，人口成長率に対して税や公

共投資の配分の変更が及ぼす効果について議論する．本博士論文の構成は以下の通りで

ある．

第 1章では，第 2章以降の議論のフレームワークである内生的経済成長モデルと新古典

派経済成長モデルを比較検討することにより，公共政策を含んだこれまでの内生的経済成

長モデルの貢献を明らかにする．新古典派成長モデルとは異なる生産関数を仮定すること

によって，新古典派経済成長モデルでは分析することが不可能であった公共政策の定常成

長経路における経済成長率への効果を分析することが内生的経済成長モデルの構築を通じ

て可能となったことについて議論する．

第 2章では，異なる目的を持った 2つの政府 (中央政府と地方政府)が同じ課税ベース

に対して税を課すときの両政府間の相互関係が経済成長に及ぼす効果を検討する．第 1章

で議論するように，Barro (1990) の先駆的な研究以来，多くの内生的経済成長モデルで

は政府として単一の中央政府を仮定している．しかし，多くの国では，中央政府や地方政

府などのいくつかの政府が一国の中に存在していることは明らかである．公的な意思決定

を各政府が独自に行い，その意思決定がマクロ経済に影響を及ぼしている．新古典派経済

成長モデルでは，そのような意思決定に基づく公共政策の評価は社会的厚生関数により評

価されてきた．その社会的厚生関数をどのように仮定するかという論争はあったが，中央

政府であれ地方政府であれ政府部門は個人の効用に基づく社会的厚生を最大にするように

政策を策定し，単独の政府であっても複数の階層的な政府であってもモデル上の目的関数

は同じものとなることが多かった．しかし，内生的経済成長モデルの構築により，公共政

策が定常成長経路の経済成長率に及ぼす影響を検討することが可能になった．公共政策の
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評価が社会的厚生関数だけでなく経済成長率によって評価することが可能になったのであ

る．そこで，本章では，内生的経済成長モデルを用いることにより，複数の政府が存在す

る場合の経済成長に及ぼす効果を検討する．

第 3章では，単一の政府が企業の生産向けの公共支出を行うばかりでなく個人の消費を

代替する公共支出を行うとき,生産向け公共支出と消費向け公共支出の配分比率が定常成

長経路の経済成長率に及ぼす影響について議論する．中央政府か地方政府かに関わらず，

道路・港湾などの交通輸送施設や国防を例とする企業の生産向けの公共支出だけでなく，

公園や公立図書館の蔵書などの個人の消費を代替する公共支出を行っている．経済安定化

機能としての政策は，税と公共支出の増減によるものばかりでなく，税や公共支出の総額

の増減なく，公共支出の配分を変化させることによる経済安定化機能としての政策もある

だろう．それは公共支出の配分の変化によっても企業や個人の意思決定は影響を受けるか

らである．にもかかわらず，公共支出の配分を変更することの定常成長経路における経済

成長率への効果は十分に議論されておらず，本章ではこのことについて議論する．さら

に，Barro (1990) をはじめとする多くの公共支出を扱った内生的経済成長モデルは連続

時間を想定した経済における無限期間生き続ける代表的個人を仮定したフレームワークで

議論してきた．無限期間モデルの欠点は異時点間の個人の消費行動と貯蓄行動の関係が明

示的に示されていない点である．本章では，内生的経済成長モデルにおける公共支出が個

人の貯蓄行動にどのような影響を及ぼすのかという点も個人の貯蓄行動が明示的に導入さ

れている世代重複モデルを用いることによって明らかにされる．離散時間を想定した世代

重複モデルを用いて，生産向け公共支出と個人消費に代替的な公共支出の配分比率が定常

成長経路の経済成長率に及ぼす効果について検討する．

第 4章では，内生的経済成長モデルに，親が子供を持つかどうかという意思決定を組み

込むことにより，出生率の変化を通じて，親の経済的負担を軽減する公的育児サービスと
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育児補助金の配分比率が定常成長経路における経済成長率と社会的厚生に及ぼす影響につ

いて議論する．新古典派経済成長モデルでは，定常成長経路での経済成長率は人口成長率

と技術進歩率またはその一方の外生的なパラメーターにより示され，公共政策は定常成長

経路における経済成長率に影響を及ぼさないとされてきた．これに対して，第 2章と第 3

章で議論する内生的経済成長モデルでは，人口成長率をゼロと仮定し，人口一定の経済に

おける公共政策の定常成長経路における経済成長率に及ぼす効果について検討している．

しかしながら，新古典派経済成長モデルと同様に，人口成長は労働投入に影響を及ぼし，

人口成長の変化は経済成長に影響をもたらすため，内生的経済成長モデルにおいても人口

成長は定常成長経路の経済成長率に影響を及ぼす要因の一つであると考えられる．さら

に，親が子供を持つことを決定するとき，子供を持つことによる親の効用ばかりでなく，

育児する際に親は労働時間を犠牲にし，育児を行うために生じる労働所得の減少という親

自身の機会費用を考慮していると考えられる．第 4章では，このような親の機会費用を補

うために，第 3章と同様の世代重複モデルに育児補助金と公的育児サービスという二つの

公共支出を組み込み，税率一定のときのこれら二つの公共支出の配分が経済成長率に及ぼ

す効果を検討する．また，内生的経済成長モデルの市場均衡において，経済は一定率で成

長している．一定率で成長する経済における，公的育児サービスと育児補助金の配分比率

が社会的厚生に及ぼす効果についても検討する．第 3 章の世代重複モデルを用いた内生

的経済成長モデルでは，Barro (1990) と同様に生産関数に公共サービスが含まれている

が，Barro (1990)は連続時間を想定しているのに対して第 3章のモデルは離散時間を想

定しているため，一定率で成長する経済における公共支出の配分の変更が社会的厚生に及

ぼす効果を検討することが困難である．それに対して，第 4章では，育児の機会費用を補

う公共支出が定常成長経路の経済成長率に及ぼす効果を検討することが一つの目的である

ため，第 4章で想定する生産関数に第 3章で用いた公共サービスが含まれていない．その
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ことによって，第 3章のモデルと異なり，第 4章のモデルでは定常成長経路における公共

支出の社会的厚生に及ぼす効果を検討することが可能である．

第 5章では，賦課方式の社会保障のモデルに子供を持つことの個人の意思決定と子供を

持つことの育児費用と教育費用を組み込んだ内生的経済成長モデルを構築し，公的教育と

社会保障が出生率に及ぼす効果を検討する．第 4章では，親が子供を持つことの意思決定

を組み込んだ内生的経済成長モデルを構築し，育児補助金と公的育児サービス配分の変化

が定常成長経路での人口成長率に及ぼす効果を検討している．しかし，第 4 章での育児

費用には教育費用が含まれておらず，子の人的資本形成のために必要な親の教育支出とい

う犠牲を含んでいない．育児費用ばかりでなく教育費用も子供を持つことの動機を小さく

し，出生率の低下を生み出し，人口構成の高齢化を加速させていると考えられる．人口の

高齢化による労働時間や労働供給量などの労働力の問題に対して，望ましい政府の政策は

人的資本の蓄積を促すことによって，効率的な労働力を高めることである．そして，人口

構成の高齢化によって，わが国を含む先進国の多くにおいて，社会保障の受給者の数は社

会保険料の納付者の数を超えることが予想されており，社会保障政策の持続が困難になっ

てきている．高齢化社会における政府の政策において，子供を持つ動機と子供を持たない

動機，そして，高齢者に対する社会保障が考慮されるべきである．第 5章では，第 4章で

の議論をさらに深め，親の子供を持つ動機と持たない動機，そして，親の引退期における

社会保障を考慮した公共政策が出生率に及ぼす効果について議論する．

最終章の第 6章では，結語として，本論文で得られた主要な結論をまとめ，本研究に残

された研究課題および拡張について述べる．

本博士論文を作成するまでには多くの先生方にお世話になった．研究者の道を志した名
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GLOMM 先生 (Department of Economics, Indiana University, Bloomington) の各先
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1

第 1章

公共政策と経済成長モデル*1

1.1 はじめに

長期経済を分析するフレームワークとして，これまで様々な経済成長モデルが構築され

てきた．特に，Solow (1956)や Cass (1965) などによって構築された新古典派経済成長

モデルは長期経済を分析する代表的なフレームワークである*2．新古典派経済成長モデル

における長期均衡 (定常成長経路)では，経済成長率は人口成長率や技術進歩率などの外

生的に与えられたパラメーターによって示されている．定常成長経路において公共政策が

各経済変数の水準や社会的厚生にどのような影響を及ぼすかということが議論されてお

り，公共政策が定常成長経路における経済成長率に及ぼす効果については新古典派経済成

長モデルのフレームワークでは検討されてこなかった．内生的経済成長モデルにおいて

は，公共政策が定常成長経路における長期的な経済成長率に影響を及ぼす．そこで，新古

典派経済成長モデルでは議論することが困難であった公共政策が定常成長経路における経

済成長率にどのように影響を及ぼすのかについて議論することが可能となった．

*1 本章は大森 (2003)に加筆・修正したものである．
*2 新古典派経済成長モデル以外の代表的な経済成長モデルとして Harrod (1939) と Domer (1946) に
よって構築されたハロッド・ドーマー型経済成長モデルがある．ハロッド・ドーマー型経済成長モデルで
は，資本と労働の代替が不可能な生産関数 (固定係数タイプの生産関数) を用いて分析を行い，財市場と
労働市場の需給が一致し，偶然的に所得と労働の成長率が等しいとき，均衡成長が維持されるとの結論を
導いている．
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本章では，次章以降において議論するフレームワークである内生的経済成長モデルと新

古典派経済成長モデルを比較検討することにより，公共政策を含んだ内生的経済成長モデ

ルの貢献を明らかにすることが目的である．本章の構成は以下の通りである．第 1.2節で

は，新古典派経済成長モデルについて議論する．第 1.3節では，個人の異時点間の最適化

行動を新古典派経済成長モデルに組み込んだ新古典派最適経済成長モデルについて，そし

て，第 1.4節では，第 1.3節で提示したモデルに基づいて新古典派最適経済成長モデルに

おける公共政策と経済成長率について議論する．新古典派最適経済成長モデルでは，時

間を連続時間と想定して，無限期間生き続ける消費者の行動を仮定している．第 1.5節で

は，時間を離散時間と想定して，消費者が労働期と引退期という二期間生き続けると仮定

し，異時点間の個人の消費と貯蓄の関係を明示的に組み込んだ世代重複モデルについて議

論する．第 1.6節では，Barro (1990)をベースに公共政策が経済成長率に影響を及ぼす内

生的経済成長モデルについて検討し，第 1.7節において，このような内生的経済成長モデ

ルの特徴を明らかにする．最後に，第 1.8節で本章を結ぶ．

1.2 新古典派経済成長モデル

本節では，代表的な経済成長モデルである新古典派経済成長モデルについて議論する*3．

総資本と総労働を用いて総産出を生産する一財の閉鎖経済を想定する．新古典派経済成長

モデルにおける生産部門では，資本と労働は代替可能，そして，両生産要素の限界生産力

は正で逓減的であると仮定する．このとき，総生産関数は以下の通り示される．

Y = F (K, L) (1.1)

*3 以下で議論する新古典派経済成長モデルについては Intriligator (2002)を，新古典派経済成長モデルと
内生的経済成長モデルについての詳しい議論は Barro and Sala-i-Martin (2003)，Acemoglu (2009)，
Aghion and Howitt (2009)などを参照してもらいたい．
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ここで，Y は総産出，K は総資本，Lは総労働である．この生産関数 F は両生産要素につ

いて一次同次関数であると仮定する．一人当り産出を y(= Y
L )，一人当り資本を k(= K

L )

とすると，一人当りの生産関数は以下のように示すことができる．

y = f(k) (1.2)

Inada (1963)にしたがい，生産関数 (1.2)は以下の「稲田の条件」を満たすと仮定する．

lim
k→0

f ′(k) = ∞, lim
k→∞

f ′(k) = 0

財市場の均衡式は以下のように示される．

Y = C + I

ただし，C は総消費，I は総投資である．cを一人当り消費，iを一人当り投資とすると，

この財市場の均衡式は一人当りで以下のように示される．

y = c + i (1.3)

資本蓄積を資本の時間変化率で測ると，総投資 I は

I = K̇ + µK (1.4)

と示される．ここで，K̇ は総資本の時間的変化，µは正で一定の減価償却率である*4．人

口成長率 L̇
L を n(> 0)で一定とし，λ = µ + n, k̇ を一人当り資本の時間的変化とすると

き，一人当り投資 iは次のように示される*5．

i = k̇ + (µ + n)k = k̇ + λk (1.5)

*4 以下，時間 tで微分した変数は変数の上に ˙をつけて表す．たとえば，K̇ = dK
dt
である．

*5 (1.4)の両辺を Lで割ると，

i =
I

L
=

K̇

L
+ µ

K

L
=

K̇

L
+ µk

である．ここで，一人当り資本 k を時間で微分すると，

k̇ =
d
“

K
L

”

dt
=

K̇

L
− L̇

L

K

L
=

K̇

L
− nk

である．これらより，λ = µ + nとするとき，(1.5)が得られる．
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(1.2)，(1.3)，および，(1.5)より，新古典派経済成長の基本微分方程式を得る．

f(k) = c + λk + k̇ (1.6)

図 1.1では，f(k)と λkの関係を示している．f(k)の曲線と λkの直線の差が c + k̇であ

y

0 k̂ k̃ k

f(k)

λk

λ

図 1.1 新古典派経済成長の基本微分方程式

り，一人当り資本が k̂ のとき，c + k̇ が最大となり，k̃ にあるとき，c + k̇ はゼロである．

微分方程式 (1.6)の定常解の安定性は一人当り消費の水準に依存しているが，消費の水準

を所与とすると，以下の三通りに分けられる．(1)定常成長経路の消費がゼロの場合，(2)

定常成長経路の消費が最大の場合 (黄金律経路)，そして，(3)消費が両者の間にある場合

である．

図 1.2は消費がゼロのときの状態を表している．図 1.2から明らかなように，k̃ は局所

的に安定的な均衡である．k が k̃ より小さいとき，k̇ は正であり，他方，k が k̃ より大き

いとき，k̇ は負である．

図 1.3は消費が黄金律経路上の ĉの水準に与えられている場合である．このとき，k = k̂
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k̇

0 k̂
k̃

f(k)− λk

図 1.2 c = 0のケース

において，以下の条件が成立している．

f ′(k) = λ = µ + n (1.7)

これは定常成長経路において最大の消費をもたらす資本水準を指すという意味で「黄金律

(The golden rule)」といわれるものである*6．ただし，この場合の均衡は安定的でない．

なぜならば，k が k̂ に等しくないとき，k̇ は負となるからである*7．原点 (c = 0, k = 0)

が実現可能であるとき，唯一の安定的な均衡点は原点である．

図 1.4 は一人当り消費が c̄(0 < c̄ < ĉ) の水準にあるときの状態を示している．図から

明らかなように，kL と kU の二点で均衡が達成される．k が kL より大きいとき，k̇ は正

である．k が kL より小さいとき，k̇ は負である．したがって，kL は不安定均衡である．

他方，k が kU より大きいとき，k̇ は負である．k が kU より小さいとき，k̇ は正である．

*6 この黄金律を「修正された黄金律 (The modified golden rule)」というときもある．黄金律の議論につ
いては Blanchard and Fischer (1989)や齋藤 (2006)などを参照してもらいたい．

*7 この場合，k̂ より大きい k は時間とともに k̂ に収束する．しかし，k̂ より小さい k は時間とともに原点
に向かって収束する．
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ĉ + k̇

0 k̂
k̃

f(k)− λk

ĉ

図 1.3 c = ĉのケース

kU は局所的な安定均衡である．

1.3 新古典派最適成長モデル

本節では，前節で議論した新古典派成長モデルに異時点間における代表的な個人の最適

行動を組み込んだ新古典派最適経済成長モデルについて議論する．

代表的個人の各時点の効用関数を以下のように仮定する．

U = U(c),
dU(c)

dc
= U ′(c) > 0,

d2U(c)
dc2

= U ′′(c) < 0

この効用関数は以下の条件を満たしていると仮定する．

lim
c→0

U ′(c) = ∞, lim
c→∞

U ′′(c) = 0

限界効用の弾力性を以下のように仮定する*8．

θ (c) = −c
U ′′(c)
U ′(c)

(1.8)

*8 ただし，正の消費水準に対して限界効用は正である．
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c̄ + k̇

0 k̂
k̃

f(k)− λk

c̄

kL kU

図 1.4 c = c̄(0 < c̄ < ĉ)のケース

代表的個人は予算制約式 (1.6)の制約のもとで全生涯の効用を最大にするように消費流

列を選択する．割引率を ρ(> 0)とすると，代表的個人の最適化行動は以下のように定式

化できる*9．

max
c

∫ ∞

0

U(c)e−ρtdt

s.t. k̇ = f(k)− c− λk

現在時点で評価したハミルトニアン方程式は以下のように示される．

H = U(c) + q (f(k)− c− λk) (1.9)

ここで，q は資本のシャドウプライスである．最大値原理より操作変数 cについての最適

条件は，
∂H

∂c
= U ′(c)− q = 0 (1.10)

*9 以下では，連続時間を想定して議論しているが，離散時間を想定した場合でも導き出す結論は変わらな
い．
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である．これは消費の限界効用が資本のシャドウプライス q に等しくなるように，cが選

択されることを示している．q は以下の時間的経路に関する条件を満たしている．

q̇ = ρq − ∂H

∂k
= (ρ− f ′(k) + λ) q (1.11)

横断条件は

lim
t→∞

qk = 0

である．以上より，消費の時間的経路は，

ċ =
1

θ (c)
[f ′ (k)− λ− ρ] c

と導き出すことができる．したがって，この経済は以下の動学方程式体系によって表すこ

とができる．

ċ =
1

θ (c)
[f ′ (k)− λ− ρ] c (1.12)

k̇ = f(k)− c− λk (1.13)

1.3.1 定常成長経路 (均斉成長均衡)と経済成長率

動学方程式体系 (1.12)と (1.13)の一つの特殊解として，ċ = k̇ = 0である解を考える．

ċ = k̇ = 0のとき，時間を通じて一人当り消費と一人当り資本が一定である．そのときの

均衡点 (k∗, c∗)を考える. 一人当り消費が一定であるとき，(1.12)より，

f ′(k∗) = λ + ρ (1.14)

を得ることができる．他方，一人当り資本が一定であることより，

c∗ = f(k∗)− λk∗ (1.15)

である．(1.14)と (1.15) を満たす k∗ と c∗ が一意に存在し，以下の条件を満たしている

と仮定する．

0 < c∗ < f(k∗)
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このとき，(k∗, c∗)は定常成長経路 (均斉成長均衡)である*10.

次に，定常成長経路の経済成長率について考える．定常成長経路において，k̇ = 0より，

k̇ =
d

(
K
L

)

dt
=

K

L

(
K̇

K
− L̇

L

)
= 0

である．同様にして，ċ = 0より，

ċ =
d

(
C
L

)

dt
=

C

L

(
Ċ

C
− L̇

L

)
= 0

である．以上より，
K̇

K
=

Ċ

C
=

L̇

L
= n

である．新古典派経済成長モデルでの定常成長経路の経済成長率は外生的なパラメーター

である人口成長率によって示される．つまり，一人当り消費と一人当り資本が一定である

ので，総消費 C(= cL)，総資本K(= kL)，総産出 Y (= Lf(k))は人口成長率 nで成長す

る*11．

1.3.2 位相図による説明

ここでは，動学方程式体系 (1.12)と (1.13)の最適成長経路について検討する．このと

き，動学方程式体系 (1.12)と (1.13)について図 1.5のような位相図を描くことができる．

(1.12)の右辺括弧内より，以下の関係が言える．

f ′ (k)




>
=
<


λ + ρならば， ċ




>
=
<


 0

(1.14)の等号を満たす k を k∗ とするとき，f ′ と λ + ρの大小関係に注目すると，図 1.6

*10 新古典派経済成長モデルにおいてはこの定常成長経路を定常状態と呼ぶときもある．
*11 Y = Lf(k)を時間について微分すると，

Ẏ = L̇f(k) + Lf ′k̇

となる．両辺を Y=Lf(k)で割り，定常成長経路において k̇ = 0より，

Ẏ

Y
=

L̇

L
= n

である．
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c

0 k̂
k̃

k̇ = 0

c∗

ċ = 0

k∗ k

図 1.5 位相図

y

0 k̂ k̃ k

f(k)

λ

λ + ρ

k∗

図 1.6 f ′ と λ + ρ
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より，上の関係は

k




<
=
>


 k∗ならば， ċ




>
=
<


 0

と言い換えることができる．したがって，図 1.5において，k∗ で ċ = 0は縦軸と平行に描

かれ，ċ = 0の直線を境界にして，(c, k)平面は二つの領域に分けられる．k が k∗ より小

さいとき，cは増大する．そして，k が k∗ より大きいとき，cは減少する．

他方，(1.13)の右辺より，以下の関係が言える．

f (k)− λk




>
=
<


 cならば， k̇




>
=
<


 0

図 1.5において，k̇ = 0の曲線より cが上方に位置するときは k は減少し，k̇ = 0の曲線

より cが下方に位置するときは k は増大する．

これらより，ċ = 0と k̇ = 0の曲線で (c, k)平面は四つの領域に分けられるとき，図 1.5

において，(c∗, k∗) に向かう二つの太線がこの場合の最適成長経路である*12．

1.3.3 均衡の安定性

動学方程式体系 (1.12)と (1.13)の解の局所的な安定性は均衡点 (c∗, k∗)で線形近似し

たときの係数行列の固有値から得られる．均衡点 (c∗, k∗)の近傍でテーラー展開し線形近

似すると，それは以下の行列形式によって示される．
[

ċ

k̇

]
∼=

[
0 E
−1 ρ

] [
c− c∗

k − k∗

]

ここで，E = c∗f ′′(k∗)
σ(c∗) である．固有値を εとするとき，特性方程式は以下のように示さ

れる．

ε2 − ρε + E = 0

*12 c = 0 である k 軸上の (0, k̃) も定常解としてあり得るが，本章では議論を簡単化するために，c = 0 の
ケースについては議論しない．
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固有値 εは次のように導き出すことができる．

ε =
ρ±

√
ρ2 − 4E

2

この固有値の符号は正と負の両方を持っていることより，定常成長経路の均衡点 (c∗, k∗)

は鞍点である．歴史的に初期の一人当り資本ストック k0 が与えられると，それに対応す

る図 1.5における消費と投資が選択されて，経済は定常成長経路に向かう．太線で示され

る経路が最適成長経路であるので，k0 が k∗ に等しいならば，定常成長経路上において k

と cは時間を通じて (c∗, k∗)に留まり続けることが望ましい．

1.3.4 技術進歩と新古典派経済成長モデル

これまで議論してきた新古典派最適成長モデルでは，定常成長経路において一人当り消

費が一定であった．その理由は規模に関して収穫一定，および，全期間を通じて生産技術

が同じ生産関数を仮定しているからである．もし，技術進歩が存在するならば，一人当り

消費は変化するかもしれない．以下では，技術進歩がある場合の新古典派最適経済成長モ

デルについて検討する．

効率単位で評価した労働 (M)を以下のように定義する．

M ≡ V L

ここで，V は技術進歩 (水準)を示している．ここでの技術進歩は労働増大的なハロッド

型技術進歩を考えており，υ = V̇
V とする*13．

総生産関数は次のような生産関数を仮定する．

Y = F (K, M)

*13 資本増加的な技術進歩を想定する場合，Solow (1969) 型技術進歩と呼ばれ，総生産関数は Y =

F (KV, L) と表される．そして，技術進歩が労働と資本の効率性をともに引き上げる技術進歩は Hicks

(1932)型技術進歩と呼ばれ，Y = V F (K, L)と表される．しかし，Barro and Sala-i-Martin (2003)

に示されているように，技術進歩を組み込んだ新古典派経済成長モデルでは，労働増大的な技術進歩を仮
定したときのみ定常成長経路が達成される．そのため，ここでは労働増大的な技術進歩を仮定して議論す
る．
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これまでと同様にして，以下のような動学方程式体系が得られる．

˙cM =
1

θ (c)
[f ′ (kM )− υ − λ− ρ] cM (1.16)

˙kM = f(kM )− cM − (υ + λ) kM (1.17)

ここで，cM = C
M，kM = K

M である．

動学方程式体系 (1.16)と (1.17)の一つの特殊解は ˙cM = ˙kM = 0である．この動学方

程式体系の位相図は図 1.5と同様の図によって示される． ˙cM = 0と ˙kM = 0 の交点で定

常成長経路が達成される．定常成長経路では，これまで一人当り消費が一定であった．し

かし，技術進歩を考慮した場合，cM = C
M が一定である．総消費は C = cMV Lで示され

ることより，経済は人口成長率に技術進歩率を加えた率で成長し，定常成長経路の経済成

長率は外生的なパラメーターによって示される*14．

1.4 新古典派最適経済成長モデルと公共政策

以下では公共政策の経済成長率に対する効果を議論する．本節では，第 1.6節以降の議

論と比較するために新古典派最適経済成長モデルにおける公共政策について議論する．

本節では，政府は所得税を徴収し，道路・交通などの交通輸送施設や国防などの公共

サービスを民間部門の生産要素の一つとして無料で供給すると仮定する. 伝統的な経済学

*14 定常成長経路において， ˙cM = 0より，

˙cM =
d
“

C
V L

”

dt
=

C

V L

 
Ċ

C
− V̇

V
− L̇

L

!
= 0

同様にして，定常成長経路において， ˙kM = 0より，

˙kM =
d
“

K
V L

”

dt
=

K

V L

 
K̇

K
− V̇

V
− L̇

L

!
= 0

である．以上より，
K̇

K
=

Ċ

C
=

V̇

V
+

L̇

L
= υ + n

であり，定常成長経路の経済成長率は技術進歩率と人口成長率の合計によって示され，定数である．
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では，公共部門が供給する公共財は以下の 3つの条件を満たすとき，純粋公共財とされ，

3つの条件をすべては満たさないがそのうちのいくつかを満たすとき，準公共財とされて

いる．第一に，共同消費性である．一度その財が供給されると，便益が特定の個人に帰属

せず，同時に多数の個人に及ぶような財である．第二に，消費における排除不可能性であ

る．一度供給されると，消費者は対価を支払うか否かに関わらず，その財を消費すること

が可能となる財である．第三に，消費における非競合性である．一人の個人がその財を消

費しても，それによって他の個人の消費が妨げられない財である．しかし，Barro (1990)

において議論されているように，現実的に，公共部門が供給する公共財がこれらの条件を

すべて満たすことは難しいと考えられる．したがって，本論文にて想定する公共部門が

供給する財・サービスは公共部門が供給する私的な財・サービスも含んでいるとも考えら

れる．以下では，本論文を通じて，このような性質を持った公共財・公共サービスを考え

ている．そして，第 1.6節以降の議論と比較検討するために，本節ではこれらの公共財・

公共サービスは蓄積しないと仮定する*15．このとき，総生産関数を次のように仮定する．

簡単化のために，以下では技術進歩は考慮しない．

Y = F (K, G, L) (1.18)

ただし，Gは蓄積しない総公共サービスであり，F は一次同次関数である．一人当たりの

生産関数は

y = f(k, g)

と表される．ただし，g は一人当りの公共サービスを示す．所得税率を τ とするとき，一

人当り民間資本の時間的変化は

k̇ = (1− τ) f(k, g)− c− λk (1.19)

*15 Barro (1990)においても同様の仮定がなされている．
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である．一人当りで評価した政府の予算制約式は，

τf(k, g) = g

である．このときの代表的個人の最適化問題は以下のように定式化できる．

max
c

∫ ∞

0

U(c)e−ρtdt

s.t. k̇ = (1− τ)f(k, g)− c− λk

現在時点で評価したハミルトニアン方程式は以下のように示される．

H = U(c) + q ((1− τ)f(k, g)− c− λk) (1.20)

ここで，q は民間資本のシャドウプライスである．操作変数 cについての最適条件は，

∂H

∂c
= U ′(c)− q = 0 (1.21)

である．各資本のシャドウプライスは以下の時間的経路に関する条件を満たしている．

q̇ = ρq − ∂H

∂k
= (ρ− (1− τ)f ′k + λ) q

ただし，f ′k = ∂f(k,g)
∂k である．そして，横断条件は

lim
t→∞

qk = 0

である．これらおよび (1.8)より，一人当り消費の時間的変化は

ċ =
1

θ (c)
[(1− τ)f ′k − λ− ρ] c

と表される．したがって，c∗ と k∗ が最適であるならば，以下の動学方程式体系がこの経

済では成立している．

ċ =
1

θ (c)
[(1− τ)f ′k − λ− ρ] c (1.22)

k̇ = (1− τ)f(k, g)− c− λk (1.23)

これらの動学方程式体系の一つの特殊解は ċ = k̇ = 0である．一人当り消費と一人当り資

本が一定であるため，技術進歩がないとき，総消費 C(= cL)と総資本 K(= kL)は人口
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成長率 n で成長する．新古典派最適成長モデルにおける定常成長経路では，公共政策に

よって，一人当り変数の水準は変化する．しかし，経済成長率は外生的なパラメーターで

ある nによって表され，公共政策は定常成長経路の経済成長率に影響を及ぼさない．

1.5 世代重複モデル

無限期間の経済成長モデルの主な問題点は，異時点間の個人の消費行動と貯蓄行動の

関係を明示的にモデルにおいて示されないことにある．Samuelson (1958) や Diamond

(1965)は労働期と引退期の二期間を生きる個人を想定したモデルを構築することにより，

貯蓄行動を明示的に導入し，世代重複モデルを構築した．この世代重複モデルの構築に

よって，様々なマクロ経済の問題をさらに深く分析することが可能となった．以下では，

この世代重複モデルにおける定常成長経路の経済成長率について考える*16．

本節で想定する経済は前節と同様に，一財の閉鎖経済を想定し，人口成長率は nで一定

であるとする．このとき，t + 1期に労動期にある人口を Lt+1，t期に労動期にある人口

を Lt とすると，Lt+1 = (1 + n)Lt である．ただし，議論をより明確にするために，減価

償却をここでは考慮しない*17．ある t 期には労働期を過ごす労働世代と引退期を過ごす

引退世代という二つの世代が存在している．t期に労働期を過ごす世代を世代 tと呼ぶこ

とにしよう．このとき，世代 tの代表的な個人は労働期の消費 ct
t と引退期の消費 ct

t+1 か

ら効用を得ている．この世代 tの代表的個人の効用関数は以下のように示される*18．

U t = U t
(
ct
t, ct

t+1

)
(1.24)

世代 t の代表的な個人は労働期において賃金に非弾力的に労働を供給し賃金 wt を得る．

*16 世代重複モデルを用いた公共政策と定常成長経路での経済成長率の関係については第 3 章以降において
議論する．

*17 減価償却を考慮しても，本質的な議論に変化はない．
*18 ここでは，関数を一般型にて議論しているが，次節以降では議論を明確にするために，関数を特定化し
て議論することもある．
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それを労働期の消費および引退期の消費のための貯蓄 st に費やす．世代 tの代表的個人

の労働期の予算制約式は

wt = ct
t + st (1.25)

である．引退期は労働期の貯蓄に利子を加えたものを財源に消費する．引退期の予算制約

式は以下のように示される．

ct
t+1 = (1 + rt+1) st (1.26)

ここで，rt+1 は t + 1期における利子率である．世代 tの代表的個人は予算制約式 (1.25)

と (1.26)の制約をもとに自らの全生涯の効用 (1.24)を最大にするように，ct
t と ct

t+1 を決

定する．このとき，最適条件は

U t
t
′

U t
t+1

′ = 1 + rt+1

である．ここで，U t
t
′ = ∂Ut

∂ct
t
であり，U t

t+1
′ = ∂Ut

∂ct
t+1
である．これより，この個人の貯蓄

関数は

st = st (wt, 1 + rt+1) (1.27)

と表すことができる．

資本と労働を用いて企業は競争的に生産活動を行う．各生産要素の価格はそれぞれの限

界生産力に等しい．賃金率と利子率は以下のように示される．

wt = f (kt)− ktf
′ (kt) (1.28)

であり，

rt = f ′ (kt) (1.29)

である．

労働市場の仮定より，資本市場が均衡するならば，ワルラス法則により財市場も均衡す

る．資本市場の均衡条件は

(1 + n) kt+1 = st (wt, 1 + rt+1) (1.30)
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である．(1.30)より，この経済の動学方程式は次のように示される．

(1 + n) kt+1 = st (wt (kt) , 1 + rt+1 (kt+1)) (1.31)

kt = kt+1 のとき，定常解 k∗ が得られる．

次に経済の安定性について議論しよう．(1.31)より，

dkt+1

dkt
=

−sw (kt) ktf
′′ (kt)

1 + n− sr (kt+1) f ′′ (kt+1)

が定常成長経路の近傍において以下の条件を満たすならば，この経済は安定的である．た

だし，sw = ∂st

∂wt
，そして，sr = ∂st

∂rt+1
である．定常成長経路の近傍において，

∣∣∣∣
−sw (k∗) k∗f ′′ (k∗)

1 + n− sr (k∗) f ′′ (k∗)

∣∣∣∣ < 1 (1.32)

ならば，この経済は安定的である．

このモデルにおいて，定常成長経路の経済成長率は以下のように示される．t + 1期の

総資本が Kt+1 = kt+1Lt+1，t期の総資本が Kt = ktLt により表され，定常成長経路で

は kt = kt+1，そして，Lt+1 = (1 + n)Lt より，

Kt+1

Kt
=

kt+1Lt+1

ktLt
= (1 + n) (1.33)

である．よって，新古典派成長モデルと同じ生産関数を用い，個人の貯蓄行動を明示的に

した世代重複モデルにおいても定常成長経路の経済成長率は外生的なパラメーターである

人口成長率によって示される．

1.6 公共政策と経済成長率

新古典派経済成長モデルでは，公共政策は定常成長経路の経済成長率に影響を及ぼさな

い．これに対し，内生的経済成長モデルでは，公共政策は定常成長経路の経済成長率に影

響を及ぼす．Barro (1990)，Rebelo (1991)，Barro and Sala-i-Martin (1992)，そして，

Glomm and Ravikumar (1994)たちは公共政策と定常成長経路における経済成長率の関
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係を議論した代表的な研究として挙げられる*19．その中でも，Barro (1990)は内生的経

済成長モデルに政府部門の経済活動を導入し，公共政策の経済成長率への効果を政府規模

と関連つけて分析している．以下では，Barro (1990)のモデルを検討し，公共政策が経済

成長率に及ぼす効果について議論する*20．

1.6.1 基本モデル

人口を 1に標準化し，人口成長率がゼロである人口一定の閉鎖経済を想定する．経済に

は代表的な個人が存在し，その個人の全生涯の効用関数を以下のように仮定する．

U =
∫ ∞

0

c1−σ − 1
1− σ

e−ρtdt (1.34)

ただし，σは正で一定である*21．経済は自営業者 (Household Producer)によって構成さ

れている．各自営業者の生産関数は

y = f (k) (1.35)

と仮定する．ここで，k は一人当り資本を表している．Barro (1990)，Rebelo (1991)，

Barro and Sala-i-Martin (1992) たちはこの資本に物的資本だけでなく人的資本も含む

と仮定しており，労働力は人的資本に含まれると考えている．本節では，彼らの考えに従

い，一人当り資本 k には物的資本，人的資本，および，労働力が含まれると仮定する．一

人当り資本の時間的変化は以下のように示される．

k̇ = f (k)− c (1.36)

ただし，ここでは減価償却を考慮しない*22．

*19 これらのモデルを拡張したモデルは数多くある．次章以降で議論するモデル以外にも，たとえば，Greiner

(1999), Greiner and Hanusch (1998)，Piras (2001)，Yakita (2004)，そして，Tamai (2009)など
がある．Kneller, Bleaney, and Gemmel (1999)は 1970年から 1995年までの OECD22ヵ国のデー
タを用いて，Barro(1990)の理論的結果を実証的に証明している．

*20 世代重複モデルのもとでの内生的経済成長モデルは第 3章以降で議論する．
*21 限界効用は逓減的であり，(1.8)より，この効用関数 (1.34)の限界効用の弾力性は σ によって与えられ
る．

*22 減価償却を考慮しても，結論の本質に変化はない．
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個人は一定時間の労働供給を行い，労働と余暇の選択はできないとする．代表的な個人

は (1.36)の制約のもとで目的関数 (1.34)を最大にするように消費流列を決定する．この

個人の最適化問題は以下のように定式化できる．

max
c

∫ ∞

0

c1−σ − 1
1− σ

e−ρtdt

s.t. k̇ = f(k)− c

最適条件は

c−σ = q (1.37)

である．ここで，q は資本のシャドウプライスである．q の時間的経路は以下の条件を満

たす．

q̇ = q (ρ− f ′) (1.38)

横断条件は

lim
t→∞

qk = 0

である．これらより，一人当り消費の成長率は次のように得られる．

γ =
ċ

c
=

1
σ

(f ′ − ρ) (1.39)

Barro (1990)や Rebelo (1991)などの内生的経済成長モデルにおいて，一人当りの生

産関数 (1.35)を線形で以下のように仮定し直している．

y = Ak (1.40)

ここで，Aは資本の限界生産力を表し，正で一定である*23．これより，一人当り消費の成

長率 (1.39)は

γ =
ċ

c
=

1
σ

(A− ρ) (1.41)

*23 生産関数 (1.40) の資本の限界生産力は A で k の水準に関係なく一定である．このような限界生産力が
一定である経済成長モデルを Ak モデルというときもある．
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と書き直される．一人当り消費の成長率 (1.41)より，成長率が正であるためには Aが ρ

より大きくならなければならいことは明らかである．

代表的な個人が最適行動を行うならば，人口成長率がゼロであっても，(1.41)右辺が定

数のパラメーターで示されていることより，消費は一定率で成長する．さらに，y と k が

上で表した最適条件を満たす*24．k が γ の率で成長するとき，初期時点における k を k0

と示すならば，各時点における投資は γk と表すことができる．財市場の需給均衡条件よ

り，初期時点の消費は以下のように示される．

c0 = Ak0 − γk0 (1.42)

新古典派経済成長モデルでは，定常成長経路は一人当り変数が一定となる状態と定義さ

れていた．それに対して，内生的経済成長モデルの定常成長経路では，一人当り変数，資

本 (k)，消費 (c)，および，産出 (y)が一定率で成長する状態と定義される．

1.6.2 公共政策の効果

政府は賃金所得税を財源に，公共サービス g を供給し，g には道路・港湾施設や国防な

どが含まれる*25．以下では，Barro (1990)が仮定しているのと同じように，g は企業の

生産要素として用いられる蓄積しない公共サービスと仮定し，一人当り生産関数を k と g

*24 生産関数を (1.40)とするとき，消費の成長率が γ によって示されるならば，一人当り資本の時間的変化
は以下のように示される．

k̇ = Ak − cγt
0

積分定数を ζ で表すと，この微分方程式の解は

k = e
R

Adt

„Z
−c0eγte

R −Adtdt + ζ

«
= −c0

1

γ −A
eγt + ζ eAt

t = 0のとき，積分定数 ζ は以下のように示される．

ζ = γk0 −Ak0 + c0 = 0

ただし，k0 は初期時点における一人当り資本を表している．この積分定数は初期時点での財市場の需給
均衡式を表している．y と k が γ の率で成長することはこの微分方程式の一つの特殊解である．

*25 これまでにも議論してきたように，ここで想定する公共部門が供給する財・サービスは公共部門が供給
する私的な財・サービスも含んでいるとも考えられる．
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の一次同次関数で以下のように表す*26．

y = Φ (k, g) = kφ (g/k) φ′ > 0, φ′′ < 0 (1.43)

ただし，代表的な個人は g を外生的なパラメーターと考えて行動する．生産関数 (1.43)

をコブ・ダグラス型で特定化すると以下のように書き直される．

y

k
= φ (k, g) = A (g/k)α (1.44)

すなわち，

y = Ak1−αgα (1.45)

である*27．この経済での一人当り資本の限界生産力は以下のように表される．

∂y

∂k
= φ (g/k) · (1− φ′ · (g/y))

= φ (g/k) (1− η) = A · (g/k)α (1− α)
(1.46)

ここで，η は k を所与としたときの y の g に関する弾力性 (η = φ′ · (g/y)) であり，

0 < η < 1であると仮定される*28．

政府が均衡予算政策を採り，政府支出が比例的な所得税により資金調達されるとき，政

府の予算制約式は以下のように示される．

g = τy = τkφ (g/k) (1.47)

ただし，τ は所得税率である．

これまでと同様に，代表的個人は全生涯の効用を最大にするように消費流列を決定す

る．課税を考慮して，資本の限界生産力 (1.46)を用いて，経済成長率 (1.39)は以下の経

済成長率に書き直すことができる．

γ =
ċ

c
=

1
σ

((1− τ) φ (g/k) (1− η)− ρ) (1.48)

*26 この仮定についての詳しい議論は Barro (1990)を参照してもらいたい．
*27 ただし，以下でも生産関数を一般型で表現することがあるが，それは議論を簡単にするためである．
*28 ただし，生産関数を (1.44)とした場合，η = αである．
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人口成長率がゼロである経済においても，定常成長経路の経済成長率が (1.48)と示され，

公共政策の変数がその経済成長率に含まれている．

政府の規模が g
y によって表されるとき，

τ =
g

y
=

g

Ak1−αgα
(1.49)

である．政府が均衡予算政策を採るとき，税率 τ がある水準に与えられていれば，政府は

y と同じ率で成長するように g を決定する．生産関数がコブ・ダグラス型であるとき， g
k

は以下のように示すことができる．

g

k
= (A · τ)

1
1−α (1.50)

g
k は τ の関数であることより，(1.48)において，τ を操作することによって経済成長率 γ

を変化させることができる．前小節と同様に，kと y と g が γ の率で成長するとき，以下

の条件を満たす．
ċ

c
=

ẏ

y
=

ġ

g
= γ

このとき，初期時点における消費は以下のように示される．

c0 = k0 (1− τ)φ (g/k)− k0γ (1.51)

ここで，(1.51)の右辺第 1項は y0− g0 を表している．τ = g
y，および，

g
k =

(
g
y

)
φ (g/k)

より，γ の g
y に関する導関数は次のように示される．

dγ

d
(

g
y

) =
1
σ

φ (g/k) · (φ′ − 1) (1.52)

図 1.7に示されるように， g
k が十分に小さいと，φ′ > 1となり，γ は g

y の増加につれて

増加する．他方， g
k が十分に大きいと，φ′ < 1となり，γ は g

y の増加につれて減少する．

φ′ = 1のとき，経済成長率が最大となる．このとき，α = η = φ′ · g
y より，α = η = g

y = τ

である．政府の規模 g
y が α に等しいとき，経済成長率は最大である．τ を変化させるこ
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γ

0 τ = g
y

τ∗ = α

図 1.7 税率と経済成長率

とによって，経済成長率 γ が変化することは二つの効果から説明できる．第一の効果は，

税率の上昇によって民間資本の蓄積が抑制される効果であり，第二の効果は税率の上昇に

よる公共支出の増大効果である*29．これら二つの効果は経済成長率に対してそれぞれ逆

方向の効果を持つため，税率の上昇は経済成長率を大きくする場合と小さくする場合もあ

る．一般的に，政府の規模が大きいとき，公共支出の限界生産力は小さいので，公共支出

の増大効果よりも民間資本の蓄積が抑制される効果が大きくなり，税率の上昇によって経

済成長率は低下する．他方，政府の規模が小さいとき，公共支出の増大効果が民間資本の

蓄積が抑制される効果より大きくなり，税率の上昇によって経済成長率は上昇する．

次に，一定率で成長する経済における公共政策が社会的厚生に及ぼす効果について考え

てみよう．公共政策は社会的厚生，ここでは代表的な個人の効用によって評価される．定

常成長経路において，τ = g/y と γ が時間を通じて一定であるならば，目的関数 (1.34)

*29 民間資本の限界生産力は政府の規模が大きくなるにつれて増大する．

d (∂y/∂k)

d (g/y)
= −φ′′φ2 (g/y)

1− η
> 0
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の積分は以下のように示される．

U =
c1−σ
0

(1− σ) [ρ− γ (1− σ)]
− 1

(1− σ) ρ
(1.53)

γ に関する (1.53)の導関数は，

dU

dγ
=

c1−σ
0 (1− σ)2

{(1− σ) [ρ− γ (1− σ)]}2 > 0 (1.54)

である．これより，効用 U に対する経済成長率 γ の効果は正である．政府は経済成長率

を最大にする政策を採れば，それによって，社会的厚生も最大となっている．

1.7 公共政策を含む内生的経済成長モデルの特徴

これまで議論したように，新古典派経済成長モデルでは，一人当り資本の限界生産力が

逓減する生産関数のもとで，経済成長率は外生的に与えられたパラメーターによって示さ

れた．定常成長経路において，公共政策は一人当り変数の水準に影響を与えるが，経済成

長率には影響を与えない．他方，内生的経済成長モデルでは，新古典派経済成長モデルと

異なり，公共政策が定常成長経路の経済成長率に影響を及ぼした．以下では，新古典派経

済成長モデルと内生的経済成長モデルを比較検討することにより，内生的経済成長モデル

の特徴を明らかにする．

1.7.1 生産関数

新古典派経済成長モデルと内生的経済成長モデルの結果の違いは生産関数の仮定による

ところが大きい．以下では，内生的経済成長モデルの生産関数について議論する．

新古典派経済成長モデルにおける総生産関数は

Y = F (K, L)

と仮定され，一人当り生産関数は次のように仮定された．

y = f (k)
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ただし，f ′ (k) > 0である．他方，内生的経済成長モデルの生産関数の特徴は以下のよう

に示される．内生的経済成長モデルの基本モデルでは，一人当りの生産関数は以下のよう

に線形で仮定された．

y = Ak

であり，dy
dk = A > 0である．ここで，Lを自営業者の数 (人口)とすると，総生産関数は

次のように示すことができる．

yL = AkL

これをさらに書き直すと，

Y = AK, Y = yL, K = kL

と表すことができる．K には人的資本も含まれており，人的資本には労働投入も含まれて

いる．K は物的資本と人的資本の和であることより，物的資本と人的資本の代替の弾力

性は無限大であることがわかる．この生産関数は代替の弾力性の弾力性がゼロである固定

係数タイプの生産関数 (レオンチェフ型生産関数)とも違うタイプの生産関数である*30．

第二に，本章の内生的経済成長モデルでは公共政策を考慮した一人当りの生産関数はコ

ブ・ダグラス型の生産関数 (1.45)で表された．Lを自営業者の数，K を総資本，そして，

Gを総公共支出とすると，一人当りの生産関数が (1.45)の場合の総生産関数は，

Y = Lkφ (K/L, G/L) = LAk1−αgα

と表すことができる．この総生産関数においても k と g に関して収穫一定が成立してい

る．k には労働力を含む人的資本が含まれているので，人的資本と物的資本の代替の弾力

性は無限大である．公共政策を考慮した場合の内生的経済成長モデルの生産関数は新古典

派経済成長モデルで仮定される総生産関数 (1.18)と異なるタイプの生産関数である．

*30 固定係数タイプの生産関数 (レオンチェフ型生産関数)の議論については Acemoglu (2009)を参照して
もらいたい．
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1.7.2 二つの定常成長経路

公共政策を考慮した内生的経済成長モデルでは，cと k が一定率で成長していく定常成

長経路の経済のもとでの議論であった．生産関数が (1.35)のケースで cと k が一定であ

る定常成長経路の経済を議論することもできるだろう．以下ではこのことについて議論す

る．減価償却率と人口成長率をゼロと仮定したとき，λ = 0のとき，公共政策を考慮した

内生的経済成長モデルにおける経済の動学方程式体系は以下のように示される．

ċ =
1
σ

((1− τ) φ (g/k) (1− η)− ρ) c (1.55)

k̇ = (1− τ) kφ (g/k)− c (1.56)

動学方程式体系 (1.55) と (1.56) について新古典派経済成長モデルの特殊解である

c

0

k̇ = 0

c∗

ċ = 0

k∗ k

図 1.8 Barroタイプの生産関数の場合の新古典派経済成長モデルの均衡

ċ = k̇ = 0において，τ がある水準に与えられていれば，図 1.8のように位相図を描くこ
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とができる*31. (1.55)の右辺括弧内より，以下の関係が言える．

(1− τ) φ (g/k) (1− η)




>
=
<


 ρならば， ċ




>
=
<


 0

図 1.8において，k∗ で ċ = 0は縦軸と平行に描かれる．ċ = 0の直線を境界にして，(c, k)

平面は二つの領域に分けられる．他方，(1.56)の右辺より，以下の関係が言える．

(1− τ) kφ (g/k)




>
=
<


 cならば， k̇




>
=
<


 0

これらより，ċ = 0と k̇ = 0の曲線で (c, k)平面は四つの領域に分けられる．このとき，

図 1.8 において，(c∗, k∗) に向かう二つの太線がこの場合の最適成長経路である．した

がって，公共政策を考慮した内生的経済成長モデルである Barro (1990)での生産関数に

おいても新古典派最適経済成長モデルの特殊解である ċ = k̇ = 0 の鞍点均衡が達成可能で

ある．公共政策を含む内生的経済成長モデルの生産関数では cと kが一定率で成長する均

衡と cと k が一定である均衡の二つの均衡が得られる．ċ = k̇ = 0のとき，経済の動きは

新古典派経済成長モデルと同様である．しかし，ċ = k̇ = γ のとき，初期時点の τ と cを

選択することによって一定率で成長する定常成長経路に経済はあり，その状態が持続的に

続くことによって持続的経済成長が達成可能である．

1.7.3 新古典派生産関数と内生的経済成長

新古典派経済成長モデルにおいて想定した生産関数によって，内生的経済成長モデルを

議論することも可能でないだろうか．以下ではこのことについて議論する．

*31 動学方程式体系 (1.55) と (1.56) に τ = g/y，および，y = Ak1−αgα を代入すると，ċ = 0 のとき，
方程式 (1.55)は

A
“ g

k

”α −


g

[(1− τ) Ak]

ff
=

ρ

1− α

となる．他方，k̇ = 0のとき，方程式 (1.56)は次のように表すことができる．

A
“ g

k

”α
= c +

g

1− α

これらより，τ がある水準で一定であるとき，図 1.8のような位相図が描ける．
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第 1.4節において議論したように，蓄積しない公共サービスを含んだ総生産関数 (1.18)

は，コブ・ダグラス型で，

Y = F (K, G, L) = AKαGβL1−(α+β) (1.57)

と仮定され，0 < α + β < 1である．ただし，以下では，K には人的資本および労働力は

含まれず，人口は nの率で成長すると仮定する．一人当りの生産関数はコブ・ダグラス型

で以下のように示される．

y = Akαgβ (1.58)

人口成長と減価償却を考慮し，個人の全生涯の効用関数を (1.34)，コブ・ダグラス型の一

人当り生産関数を (1.58) と仮定するならば，第 1.4 節における動学方程式体系の (1.22)

と (1.23)は次のように示される．

ċ =
1
σ

(
(1− τ) αAkα−1gβ − λ− ρ

)
c (1.59)

k̇ = (1− τ) Akαgβ − c− λk (1.60)

ここで，λ は減価償却率と人口成長率の和である．λ = 0 のとき，上の動学方程式体系

(1.59) と (1.60) は公共政策を考慮した内生的経済成長モデルにおける動学方程式体系

(1.55)と (1.56)と類似している．しかし，α + β は 1に等しくないため，(1.59)と (1.60)

は (1.55)と (1.56)とは異なる動学方程式体系となっており，cと k は γ の率で成長しな

いことがわかる．以上より，公共政策を含んだ内生的経済成長モデルの生産関数では労働

力を資本に含み，一人当り生産関数において規模に関して収穫一定を仮定していることが

新古典派経済成長モデルと異なる結果を生じている原因であることがわかる．

1.8 結び

新古典派成長モデルとは異なる生産関数を仮定することによって，新古典派経済成長モ

デルでは分析することが不可能であった公共政策の定常成長経路における経済成長率への
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効果を分析することが内生的経済成長モデルの構築を通じて可能となった．内生的経済成

長モデルでは，公共政策や市場構造などの要因が定常成長経路における長期的な経済成長

率に対する影響を評価することが可能である．資本蓄積や人口成長とともにこれらの要因

も定常成長経路における経済成長率の決定メカニズムを構成する要因である．言い換えれ

ば，ここでは取り上げなかった要因もこのようなメカニズムを構成する要因となりうるの

である．次章以降では，課税や公共支出の配分が定常成長経路の経済成長率に及ぼす効果

について議論していく．
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第 2章

中央政府と地方政府*1

2.1 はじめに

前章で議論してきたように，Barro (1990) の先駆的な研究に始まり，政府の意思決定

が経済成長率や一定率で成長する経済における社会的厚生に及ぼす効果について多くの研

究が存在する．Barro (1990)，Futagami, Morita and Shibata (1993)，および Glomm

and Ravikumar (1994)などの内生的経済成長モデルでは政府として単一の中央政府を仮

定している*2．Barro (1990)では，単一の中央政府が所得税を財源として，生産要素とし

ての公共サービスを供給するとき，税率と経済成長率の関係は逆 U字型で示された．し

かし，多くの国では，中央政府や地方政府などのいくつかの政府が一国の中に存在してい

ることは明らかである．形式はどのようなものであれ，一国の政府組織には階層的な組織

構造が存在しているといえるだろう．公的な意思決定を中央政府と地方政府がそれぞれ独

自に行い，それらの意思決定がマクロ経済に影響を及ぼしている．異なる目的を持った 2

つのレベルの政府が同じ課税ベースに対して税を課すときのこれらの政府間の相互関係が

*1 本章は Ogawa and Omori (2003)に加筆・修正したものである．
*2 Futagami, Morita, and Shibata(1993) は公共資本の蓄積が定常成長経路の経済成長率に及ぼす影響
について検討し，Glomm and Ravikumar(1994)は Barro(1990)の無限期間モデルを離散時間タイプ
の内生的経済成長モデルに拡張した．そして，一定率で成長する経済において政府の意思決定が厚生に効
果を及ぼすかについても数多くの研究があり，代表的な研究として Lau (1995)，Greiner and Hanusch

(1998)，および，Baier and Glomm (2001)などがある．
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経済成長に及ぼす効果を検討することが本章の目的である．

中央政府と地方政府が存在する経済における効率性を検討している研究はいくつかあ

る．両政府が存在する経済において課税ベースを分離することが必要なノルムであること

が明らかにされている．課税ベースを分離することが望ましいか否かについての分析を行

うために，これまでの研究では課税ベースを分離しないケースについての経済的含意が検

討されてきた．特に，両政府による課税ベースが重複する場合に発生する垂直的な財政の

外部性が存在するとき，地方政府は最適な課税政策や公共支出政策を行えないことが明ら

かにされている．両政府による同じ課税ベースへの課税についての先駆的な研究の一つで

ある Johnson (1988)は以下のことを明らかにした．中央政府への納税のために所得再分

配の必要性が生じているとき，地方政府は過度に所得分配政策を行う誘因が生じていると

いうことである．さらに， Flowers (1988)では両政府が存在する場合の課税ベースの重

複についての経済的含意が検討され，もし両政府とも税収最大化行動に基づき課税ベース

を分かち合うならば，両政府の税率を組み合わせたものはラッファー曲線の後方屈曲 (the

backward-bending) の部分に相当し社会的に望ましくないということが明らかにされて

いる．

1990 年代後半以降，これらの研究をさらに深めたものとしては， Besley and Rosen

(1988)，Esteller-More and Sole-Olle (2001)，および，Feld and Kirchgassner (2001)な

どの実証分析がある*3．静学的な理論分析としては，Dahlby (1996), Boadway and Keen

(1996), Wrede (1996), Sobel (1997), Boadway et al. (1998),Dahlby et al. (2000), Hoyt

*3 Feld and Kirchgassner (2001) では，スイスにおいて中央政府と地方政府の間での所得税の競争が激
しく行われていることが明らかにされている．同様に，アメリカにおける垂直的な財政の相互依存に関
する研究もある．たとえば，Besley and Rosen (1998)はガソリン 1ガロンについての中央政府の税率
10%の増大は地方税の 3.2%の増加をもたらすことを明らかにした．Besley and Rosen (1998)と同様
に， Esteller-More and Sole-Olle (2001)は中央政府の所得税は地方税と正の比例関係があることを明
らかにしている．これらの垂直的な財政の外部性の研究についてのサーベイ論文として Keen (1998) が
ある．
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(2001), そして，Keen and Kotsogiannis (2002)などがある．動学的な理論分析として，

Wrede (1999) や Keen and Kotsogiannis (2003) などがある．Wrede (1999) は歳入最

大化を目的とする政府の間での課税ベースの共有によって重税がもたらされ，Flowers

(1988) 同様に中央政府はそのラッファー曲線の後方屈曲の部分に直面することを明らか

にした．Keen and Kotsogiannis (2003)は二期間モデルを用いて水平的な財政の外部性

と垂直的な財政の外部性について議論している． 水平的に政府が複数存在するときの課

税ベースの重複は均衡において非効率的な低い課税が行われ，2つの垂直的な政府の間で

の課税ベースの重複が生じているときは税率が非常に高い率で設定される．しかし，これ

らの 2つの財政の外部性がともに存在するとき，財政の垂直的な外部性が財政の水平的な

外部性を凌駕し，均衡においてそのような経済は著しく重い税に直面することが彼らの研

究では明らかにされている．

これら 2 つの研究と本章の研究は以下の 2 点で異なっている．第一に，政府の目的で

ある．本章では，内生的経済成長モデルを用いることによって，課税ベースの重複の効

果について検討するため，Musgrave (1959) にしたがい，中央政府の目的は経済成長率

の最大化を，地方政府の目的は社会的厚生の最大化を行う政府を想定する*4．本章の両政

府の目的に対して，Wrede (1999) や Keen and Kotsogiannis (2003)では，政府は予算

最大化を追求することを想定している*5．第二に，本章では，Barroタイプの内生的経済

成長モデルを用いることによって，課税の経済成長に及ぼす効果を明確にする点である．

Keen and Kotsogiannis (2003)の研究では，課税の貯蓄行動に及ぼす効果が検討されて

いない．そして，Wrede (1999)は一定の貯蓄率を仮定し，個人の貯蓄行動は税率の変化

によって変化しないと仮定している．これらのモデル設定は分析を簡単にするために行わ

*4 中央政府と地方政府の目的については第 2.3節にて議論する．
*5 Wrede (1999) は動学的ゲームの設定のもとでこのことについて議論しているが，両政府間の関係が互
いの意思決定に影響を及ぼし，これらの政府間の関係が経済にどのような影響を及ぼすのかについてはこ
れまで十分に議論されてきていない．
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れているが，静学モデルから動学モデルへの拡張において，これらの貯蓄行動と資本蓄積

が及ぼす動学経路に及ぼす効果が十分に検討されているとはいえない．特に，Keen and

Kotsogiannis (2003)では，資本の大きさは税率によって変化せず，外生的に与えられる

というモデルを設定している．モデルの設定により納税者は故意に課税に反応し，経済成

長を促すために必要な資本蓄積と課税の関係が議論されていないという問題点が彼らのモ

デルには存在する．このようなモデルの問題点を改善するため，本章では，内生的経済成

長モデルのフレームワークにおける中央政府と地方政府の課税が資本蓄積の変化を通じた

経済成長に及ぼす効果を検討する．

そして，本章では以下の二点についてこれまでの研究を拡張する．第一に，課税ベース

が重複することの経済成長率への効果を検討し，課税ベースが重複することの定常成長経

路の経済成長率への効果が明らかにされる．第二に，ここでの政府の目的は税収最大化で

なく，社会的厚生および経済成長率を最大にするように政策決定する政府を考える．この

仮定により，中央政府と地方政府が存在することの規範的分析が可能になるばかりでな

く，課税ベースが重複する場合の政府の戦略的相互作用についての分析が可能である．い

くつかの実証分析では，中央政府と地方政府の構造，特に政府間の分権の度合いが経済

成長にどのような影響を及ぼすのかについて議論されている．例えば， Davooi and Zou

(1998)は，1970年から 1989年までの 46カ国のパネルデータを用いて，発展途上国では

財政の分権と経済成長の間に負の関係があり，先進国ではそれが当てはまらないことが明

らかにされている．また，Akai and Sakata (2002)はアメリカの州レベルのデータを用

いて財政の分権は各州の経済成長を促すことを明らかにしている．財政の分権が経済成長

を高めるか否かに関わらず，中央政府と地方政府の相互作用が経済成長に影響をもたらし

ていることは明らかである．

本章では，中央政府と地方政府が課税ベースとして所得に課税することにより公共支出
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のための財源調達を行うと仮定する．一方の政府にとっての最適税率にもう一方の政府の

行動は影響を及ぼす．中央政府は地方政府の存在によって経済成長率を最大する税率に比

べ低い税率を設定しなければならないことが示される．さらに，税収を増加させるときに

生じる真の限界費用に基づいて課税の意思決定を中央政府と地方政府の両方が行わないた

め，課税ベースの重複によって両政府は不適切な意思決定を行わなければならないことが

示される．

本章の構成は以下の通りである．第 2.2節ではモデルを提示する．第 2.3節では，経済

成長率最大化を目的とする中央政府と住民の社会的厚生最大化を目的とする地方政府の行

動を示す．第 2.3節の議論をもとに，第 2.4節では中央政府と地方政府の間でのナッシュ

均衡について検討する．最後に，第 2.5節では結びを述べる．

2.2 モデル

課税ベースが重複することの経済成長率への効果を検討することが本章の目的である．

そのため，人口は一定で 1に標準化された一財の閉鎖経済を想定し，各地域間を個人は移

動しないと仮定する．さらに，すべての地域は同質であり，各地域は一国の大きさに対し

て相対的に小さいとも仮定する*6．

この経済には一つの中央政府が存在する．道路・港湾などの交通施設や国防などの企業

の生産向け公共支出 GC を行うために，中央政府は税率 τC で所得に課税する．他方，各

地域には地方政府が存在する．公園や公立図書館などのリクリエーションサービスなどの

直接的に住民の効用を高める公共支出 GL を行うために各地方政府は τL の率で所得に課

税する*7． ただし，Barro (1990)の仮定と同様にして，ここでの GC と GL は蓄積しな

*6 水平的な地域間の外部性が存在しないことを意味している．
*7 本章で想定している地方政府は社会的厚生を最大にする政府である．しかし，地方政府は社会的厚生を
改善する公共支出を行うばかりでなく，その地方における生産性の向上に貢献する教育支出などの公共
サービスを供給する地方政府も考えられるだろう．地方政府は自らの予算をこれらの二つのタイプの公共
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いと仮定する．

無限期間生き続ける代表的な個人は以下に示される効用を最大にするように行動する．

U =
∫ ∞

0

c1−σ

1− σ
e−ρtdt +

∫ ∞

0

G1−σ
L

1− σ
e−ρtdt (2.1)

であり，cは一人当りの消費，ρは時間選好率を表す正のパラメーター，そして，σ は正

のパラメーターを示している．

ここでは，Barro (1990)と同様に，消費者は自営業者であると仮定する．Barro (1990)

にしたがい，各自営業者の生産関数は規模に関して収穫一定で，各生産要素に関して収穫

逓減であると仮定する．よって，生産関数は以下のように示される．

y = kαG1−α
C (2.2)

ここで，y は一人当りの産出，k は広義の一人当り資本，そして，0 < α < 1である*8．

各個人は所与の時間の労働供給を行う．このとき，各個人の予算制約式は以下のように

示される*9．

k̇ = (1− τC − τL)y − c (2.3)

最適条件より，一人当り消費の成長率 γ は以下のように示される*10．

γ =
ċ

c
=

1
σ

[
(1− τC − τL)

∂y

∂k
− ρ

]
(2.4)

ただし，∂y
∂k は資本の限界生産力を示している．

中央政府の予算制約は

GC = τCy (2.5)

支出に配分し，その配分が成長経済における均衡税率に影響をおよぼすかを議論することは可能である．
しかし，本章では，一国の政府の構造と一国の経済成長の間の関係を議論することが目的であるため，こ
のような地方政府を仮定していない．単独の政府を仮定したときのこのような配分が経済成長率に及ぼす
効果は次章にて議論する．

*8 このタイプの資本には人的資本と物的資本の両方が含まれている．このタイプの生産関数に関しての実
証分析が Davooi and Zou (1998)で行われている．

*9 簡単化のために，減価償却を考慮していないが，減価償却を考慮しても本質的な議論に変化はない．
*10 前章で用いた最大値原理を用いて，ここでも最適条件を導出し，一人当り消費の成長率 γ を導いている．
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によって表され，地方政府のそれは

GL = τLy (2.6)

である．以下では，Barro (1990)と同様に，τC と τL はともに時間を通じて一定である

と仮定する．

2.3 経済成長率と社会的厚生

2.3.1 中央政府

中央政府の予算制約式 (2.5)を用いて，資本の限界生産力は以下のように書き直される．

∂y

∂k
= τ

1−α
α

C

これより，一人当り消費の成長率 (2.4)は

γ =
ċ

c
=

1
σ

[
(1− τC − τL) τ

1−α
α

C − ρ
]

(2.7)

と書き直される．

中央政府の最適政策について議論する前に，中央政府と地方政府の機能について議論す

る．政府の目的をどのように考えるかについては様々な議論があるが，Musgrave (1959)

では以下の 3つが政府の機能として考えられている．第一に，経済安定化機能である．こ

れまで議論してきたように，長期経済において社会が安定的に経済成長を遂げることがで

きるように政府が税や公共支出 (投資) などの公共政策を用いて促していく機能である．

第二に，所得再分配機能である．市場メカニズムによって，資源配分が効率的であったと

しても，人々の経済的満足状態は資産保有状態によっても異なり，所得の不平等が発生し

ているとき，その不平等を税・補助金や社会保障政策などの所得再分配政策によって改

善する機能である．そして，第三に，資源配分機能である．市場メカニズムに任せておく

と，経済にとって望ましい財・サービスが供給されなかったり，過不足が生じるとき，政



第 2章 中央政府と地方政府 38

府がそのような財・サービスを供給する機能である．本章では，第三の機能により政府が

供給する財・サービスとして公園や公立図書館などを考えている．経済安定化機能と所得

再分配機能は国全体に及ぶ機能であり，納税者の受益を特定化することは困難である．そ

れに対して，資源配分機能には地域及び地域住民に需要に応じて供給される性質があり，

納税者である地域住民の公共部門の財・サービスについての需要と密接に関係していると

考えられる．このような考えをもとにして，各政府には異なる役割が課されており，中央

政府と地方政府がともに存在する場合では，中央政府が経済安定化機能と所得再分配機能

を担い，地方政府が資源配分機能を担うべきであるとMusgrave (1959)は主張している．

以下では，経済成長を操作することは経済安定化機能の一つであるとの観点から，中央政

府は一国の経済成長率を最大にすることを目的として行動し，資源配分機能の観点から地

方政府は住民の効用を最大にするように行動すると考える*11．

次に，中央政府の最適政策の選択について考える．上の議論より，地方政府の行動を所

与として，中央政府は経済成長率 (2.7)を最大にするように税率 τC を操作する．このと

き，最適条件は以下のように示される．

∂γ

∂τC
= (ασ)−1τ

1−2α
α

C [(1− α)(1− τL)− τC ] = 0 (2.8)

中央政府の最適な反応関数，R(τL)は

τC = (1− α)(1− τL) (2.9)

と表すことができ，R(τL) は 図 2.1 において直線によって描くことができる．R(τL) が

右下がりの傾きで示されるのは以下の理由である．中央政府と地方政府がともに同じ課税

*11 政治経済学的な観点から，政府間の行動が分析されるならば，目的関数は異なったものが仮定されるだ
ろう．例えば，Flowers (1988) のように，官僚が存在するときの経済成長が分析されるならば，政府の
目的関数は税収の最大化と仮定することもできる．ここでは，地方政府の目的は地域の経済成長率を最大
化し，中央政府の目的は国全体の社会的厚生を最大にすると考えても，同じ結果が得られるだろう．しか
し，Musgraveの考え方に基づけば，中央政府が経済成長率を最大にしようとし，地方政府は地域の住民
の効用を最大にしようとすると考えるのがより自然だろう．そして，議論を簡単化するために，本章で想
定する両政府では所得再分配機能は機能していないと仮定する．
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ベースに課税することが可能なとき，地方政府による課税は資本蓄積を減少させる．その

ため，中央政府は資本蓄積を促すために，地方政府の税率 τL の上昇によって，中央政府

の税率 τC を低下させる．さらに，図 2.1において等成長率曲線 τC(τL) も描かれている．

ここでの等成長率曲線は同じ経済成長率 γ をもたらすすべての税率の組み合わせを表し

ており，(2.7)よりその関係は以下のように示される．

dτL

dτC

∣∣∣∣
dγ=0

= (ατC)−1[(1− α)(1− τL)− τC ] (2.10)

τC = (1− α)(1− τL)のとき，dτL/dτC |dγ=0 = 0である．このとき，反応関数上に等成

長率曲線の頂点がある．そして，等成長率曲線が下にあればあるほど，より高い成長率が

達成される．つまり，図 2.1では γ0 < γ1 である*12.

2.3.2 地方政府

経済は経済成長率が常に一定である定常成長経路にあることより，(2.1)は以下のよう

に示すことができる．

U =
c1−σ
0 + (τLy0)1−σ

(1− σ)(ρ− (1− σ)γ)
(2.11)

ただし，c0 と y0 はそれぞれ初期時点における消費と産出を表している．このとき，効用

が有界である必要・十分条件は ρ > (1− σ)γ である．

地方政府の目的は τL を操作することにより住民の効用を最大にすることである．

(2.11)より， dU
dτL

= 0のとき，最適条件は

(ρ− (1− σ)γ)y1−σ
0 τ−σ

L = −[c1−σ
0 + (τLy0)1−σ]

∂γ

∂τL
(2.12)

である．ここで，(2.7)より，∂γ/∂τL = −σ−1τ
1−α

α

C < 0である．最適条件 (2.12)の左辺

は地方の公共支出が増加することよって生じた限界便益を表しており，右辺は τL が増大

*12 (2.10) を微分することによって，図 2.1 に示されるように等成長率曲線は凹関数であることは確認でき
る．
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中央政府の反応関数 τC = R(τL)

地方政府の反応関数 (τL = τL(τC))

γ0

γ1

B

A

1

0 1− α
τC

τL

図 2.1 ナッシュ均衡 (σ ≥ 1))

したことによって生じた経済成長率の低下という限界費用を表している．最適条件 (2.12)

より，地方政府の反応関数 τL = τL(τC)を得る．しかし，明示的に反応関数を導出するこ

とは困難である．一般性を失うことなく，c0 → 0を仮定するならば，以下のように (2.12)

は書き直すことができる．

σ[ρ− (1− σ)γ] = τLτ
1−α

α

C (2.13)

さらに，(2.7)を用いて，(2.13)を書き直すと，地方政府にとっての反応関数は

τL =
ρ

σ
τ

α−1
α

C +
1− σ

σ
τC − 1− σ

σ
(2.14)
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と表される．地方政府の反応関数を図示するために，(2.14)を τC に関して微分すると，

∂τL

∂τC
= σ−1

(
ρ(α− 1)

α
τ
−1/α
C + (1− σ)

)
(2.15)

および，
∂2τL

∂τ2
C

=
ρ(1− α)

σα2
τ
−( 1

α +1)

C > 0 (2.16)

が得られる．(2.9) において示されるように，τC–τL 空間において中央政府の反応関数

の傾きは −1/(1 − α) である．このことより，τC は τL と戦略的代替であることが言え

る．これに対して，地方政府の反応関数は負の傾きを持つとは限らない．(2.15) より，

1 − σ ≤ 0ならば，τL は τC に対して戦略的代替であり，そうでないならば，1 − σ > 0

ならば，中央政府の税率に対して地方政府の税率は戦略的代替と戦略的補完の両方の場合

があり得る．

Brueckner and Saavedra (2001)が指摘しているように，以下で議論されるナッシュ均

衡の比較静学を行うとき，反応関数の傾きの符号は重要である．本モデルの反応関数にお

いて，傾きの符号は外生的に与えられるパラメーターばかりでなく，内生的に決定される

税率にも依存している．σ < 1ならば，τC が高くなればなるほど，地方政府の反応関数

はより正の傾きが強くなっていく．τC が高くなればなるほど，τL は τC に対して戦略的

補完の度合いが強くなる．

反応関数が U 字型で示されるのは両政府間の戦略的な相互関係 (戦略的補完関係

と戦略的代替関係のいずれかの相互関係) によるものである．以下では，1 > σ の

ときのこの両政府の戦略的相互関係について議論する．(2.13) より，τL の限界便益

(MB ≡ σ[ρ− (1− σ)γ]) がその限界費用
(
MC ≡= τLτ

1−α
α

C

)
に等しくなる税率 τ∗L の

水準において，地方政府は τL を選択する．最初に，地方政府の反応関数の傾きの符号

が税率の水準にどのように依存しているかを議論するために，十分に小さい水準である

τ ′C(< (1− α)(1− τL))から微少に τC が増加したケースを考えてみよう．1 > σ のとき，
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∂γ/∂τC > 0であるため，この τC の増加によって，経済成長率は高まる*13．したがって，

τL の限界便益曲線はMB からMB′ にシフトする．τC の増大によってMC が上方にシ

フトするため，十分に小さい τC から微少に増加するとき，MB とMC の調整によって，

τL が低下する．このケースが戦略的代替のケースである．それに対して，十分に大きい

τ ′′C(> (1− α)(1− τL)) から微少に増加するときには，τC の増加によって，∂γ/∂τC < 0

より，経済成長率は低下する．τC の増大によってMC が上方にシフトし，τL の限界便

益の曲線はMB からMB′′ に上方シフトすることにより，τL が上昇する．このケースが

戦略的補完のケースである．ただし，MB のシフトの範囲は σ に依存している．σ が小

さくなればなるほど， MB のシフトの範囲は大きくなっていく．図 2.2では，十分に大

きな σ のケースでの τC の増大による τL への効果が示されている．

さらに，τL = τL(τC)が U字型の反応曲線であることについて，τC の増大が個人の行

動に及ぼす 2つの効果の観点からも考えてみよう．第一に，τC の増大はより多くの GC

を供給し，限界生産力を高める．τC の増大によって，個人の所得上昇を通じて貯蓄と資

本蓄積が促され，経済成長率を高める効果である．第二に，τC の増大は個人の可処分所

得を減らし，貯蓄の減少をもたらし，定常成長経路の資本蓄積を減少させ，τC の増大が経

済成長率を低下させる効果である．τC の増大が経済成長に及ぼす効果はこれらの 2つの

効果の相対的な大きさによって決定される．τC が小さいとき，前者の効果が後者の効果

を凌駕し，経済成長率は上昇する．それに対して，τC が大きいとき，後者が前者を凌駕

し，τC の増大につれて，経済成長率は低下する．τC が増大するにつれて，経済成長率 γ

が上昇するとき，私的な消費が増加するために，τL が低下する．このケースが戦略的代

*13 (2.7)より，(1− α)(1− τL) > τC ,および，1 > σ のとき，

∂γ

∂τC
= (ασ)−1τ

1−2α
α

C [(1− α)(1− τL)− τC ] > 0

である．
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0 τLτ∗L τL′′τL′

MB

MB′

MB′′

MC

MC′

MB, MC

図 2.2 τC の増大が τL に及ぼす効果

替のケースである．しかし，τC が増大するにつれて，経済成長率 γ が低下するとき，私

的な消費が減少する．私的消費の減少に対して，地方政府は GL を増加させるため，τL

が上昇する．これが戦略的補完のケースである．このようなことから，1 > σ のとき，

τC の増大により τL が上昇するケースも低下するケースもあり，中央政府の税率に対し

て地方政府の税率が戦略的補完関係と戦略的代替関係の両方の場合があり得る．よって，

τL = τL(τC)が U字型の反応曲線により示されることが理解できる．

2.4 中央政府と地方政府の間での均衡

中央政府と地方政府の間での均衡は非協調的なナッシュ均衡によって与えられる．つま

り，地方政府の反応関数が τL = τL(τC)であり，中央政府のそれが τC = R(τL)によって
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与えられるならば，τL = τL(τC) と τC = R(τL) を同時に満たす (τ∗L, τ∗C) の組み合わせ

がナッシュ均衡である．地方政府の反応関数が非線形であることより，複数の均衡が存在

するだろう．例えば，図 2.1の点 Aと点 B において示されるような税率の組み合わせが

ナッシュ均衡を表している．このとき，点 Aは安定均衡であるが，点 B は不安定均衡で

ある．このような複数均衡はここでの議論を複雑にしているに過ぎず，均衡の数について

の議論はここでの議論の本質とは異なっているために，安定均衡である点 Aの経済学的

含意についてここでは考える．以下では，異なる目的を持った中央政府と地方政府の二つ

の政府が同じ課税ベースに課税している場合の点 Aにおけるナッシュ均衡での性質につ

いて議論していく．

最初に，課税ベースの重複が経済成長率に及ぼす効果を検討するために，単独政府の場

合，つまり τL = 0のときの経済成長率と比較してみよう．課税ベースが重複していない

とき，τL = 0 より中央政府は τC = 1 − α を選択するだろう．その税率はこの経済にお

ける最大の経済成長率 γmax = σ−1[α(1− α)(1−α)/α − ρ]である．他方，住民の厚生を最

大にしようとする地方政府は公共支出の財源を所得課税によって賄おうとする．地方政府

が正の税率で所得に課税することにより，資本蓄積が抑制され，経済成長も抑制される

(∂γ/∂τL < 0)．資本蓄積を促すために，中央政府は課税ベースが重複していないときに

選択される税率と比べ低い税率を選択しなければならない．

さらに，課税ベースが重複していることにより，両政府とも税収増加の際に生じる真の

限界費用に基づいて，課税に関する意思決定ができないために，両政府とも非効率な税を

選択するという意思決定をしている．たとえば，地方政府は住民の効用を最大にすること

のみを考慮して税率を選択している．しかし，資本蓄積は中央政府による課税だけでな

く，地方政府による課税によっても影響を受けているために，地方政府のそのような選択

は中央政府に負の影響を及ぼしている．地方政府が認識している限界費用 τL は地方政府
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のみが存在する単独政府の場合の限界費用に一致していない．よって，このような負の効

果は外部効果を生み出している．このような状況のもとで，地方政府は所得に対して著し

く重い税を課している可能性がある．

このような重税は必ずしも中央政府の課税に関して生じるものでない．中央政府によ

る意思決定は住民の厚生に外部効果をもたらしているからである．τC が十分に高いとき

(τ ′′C > (1− α)(1− τL))，∂U/∂γ > 0，そして，∂γ/∂τC < 0より，τC を増大させるとい

う意思決定は住民の厚生に対して負の外部効果をもたらす．それに対して，十分に小さい

レベルから τC の微少な増大を考えるとき (τ ′C < (1 − α)(1 − τL))，∂γ/∂τC > 0 より，

そのような増大は住民の厚生に対して正の効果をもたらす．以上より，中央政府が生み出

す外部効果は正の場合も負の場合もあり，中央政府は著しく高い税率もしくは著しく低い

税率のどちらかを選択していることが言える．

2.4.1 σ の変化

以下では，二つの政府の間での均衡についての分析を深めるために，税率がパラメー

ターによってどのように変化するかについて数値例を用いて議論する*14．

σ の増大の効果を検討するために，図 2.3と図 2.4では安定的な均衡が描写され，図に

おいて，RR は中央政府の反応関数を表し，rr は地方政府の反応関数を表している．パ

ラメーターが α = 0.70，ρ = 0.01のケースにおいて，図 2.3では σ = 0.98，そして，図

2.4では σ = 1.50の場合が描写されている．均衡での中央政府の税率，τC は 0.296から

0.217にわずかに低下している．他方，均衡での地方政府の税率，τC は 0.003から 0.272

に上昇しており，地方政府の税率が σ に対して敏感であるといえる．

*14 ここでの数値計算には表計算ソフトMicrosoft Excel 2007 を用いて，中央政府の反応関数 (2.9) と地
方政府の反応関数 (2.14)のそれぞれのパラメーターに数値を代入して図を示している．
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図 2.3 σ = 0.98，α = 0.70，ρ = 0.01
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図 2.4 σ = 1.50，α = 0.70，ρ = 0.01
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2.4.2 αの変化

α の変化が税率に及ぼす効果を検討するために，図 2.5 と図 2.6 が描写され，図では，

RRが中央政府の反応関数を表し，rr が地方政府の反応関数を表している．αが 0.70か

ら 0.75に変化したときの効果を検討するために，ρ = 0.01のケースにおいて，図 2.5で

は σ = 0.98，そして，図 2.6では σ = 1.50の用いた場合を描写している．αが増大した

とき，σ の大きさに関係なく，τC は低下している．図 2.5に示されるように，σ = 0.98

のとき，τC は 0.298 から 0.249 に低下している．図 2.6 では，σ = 1.50 のとき，τC が

0.221から 0.180に低下することが示されている． しかし，αの変化は均衡での地方政府

の税率に影響を及ぼしている．αの増大によって，σ = 0.98のとき，均衡での地方政府の

税率 τL は 0.0028から 0.0009に低下しており， σ = 1.50のとき，τL は 0.274から 0.286

に上昇している． αの変化が税率に及ぼす効果は σ に依存している．
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図 2.5 σ = 0.98，ρ = 0.01
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図 2.6 σ = 1.50，ρ = 0.01

さらに，αが変化したときの反応関数の傾きの符号が均衡税率に変化に及ぼす効果につ

いて検討しよう．何らかの理由により，αが増大したとき，両政府の反応関数である RR

と rr は下方にシフトしている．右下がりとなっている．τC は反応関数の傾きに関わら

ず，上昇する場合も低下する場合もある．それに対して，反応曲線の傾きが負であると

き，τL は上昇する場合も低下する場合もあるにも関わらず，τL が τC に戦略的補完なら

ば， τL は低下する．この議論によって，比較静学分析を行う際には，中央政府と地方政

府の戦略的関係（戦略的代替もしくは戦略的補完）が重要な役割を果たしていることが明

らかにされている*15．

*15 ρの変化について，数値例を用いた分析はここでは議論していない．ρが大きくなればなるほど，τC は
小さくなり，τL は大きくなる．この結果は σ の大きさに依存していない．
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2.5 結び

本章では，経済成長率最大化を目的とする中央政府と住民の社会的厚生最大化を目的と

する地方政府の 2 つのタイプの政府が存在する内生的経済成長モデルを構築することに

よって，両政府の相互依存関係が経済成長に及ぼす効果について分析した．同じ課税ベー

スに対して，中央政府と地方政府はそれぞれ自らの公共支出を行うための財源として課税

を行うと本章では仮定しているため，一方の政府の最適税率はもう一方の政府の行動の影

響を受ける．本章では，政府間の戦略的相互関係によって，中央政府が最も高い達成可能

な経済成長率を生み出す税率よりも低い税率を選択することが明らかにされた．課税ベー

スの重複によって，政府は社会的に最適でない課税の意思決定が行われる．なぜならば，

両政府とも自らの増税による真の限界費用に基づく課税の意思決定が行えないからであ

る．同じ課税ベースに対して，両政府が正の課税を行うとき，資本蓄積が低下する．一方

の政府が増税するときに，その政府は資本蓄積の低下を考慮しているけれども，資本蓄積

の低下によって，完全に考慮していないもう一方の政府が社会的に最適でない税率を課す

という負の外部効果を及ぼすだろう．この外部性によって，社会的に望ましい税率に比べ

て，両政府とも過度に高い税率か過度に低い税率を選択することになる．

新古典派経済成長モデルのフレームワークでは，公共政策の評価は社会的厚生関数によ

り評価されてきた．その社会的厚生関数をどのように仮定するかという論争はあったが，

個人の効用に基づき社会的厚生関数が想定されることが多く，単独の政府であっても複数

の階層的な政府であってもモデル上の目的関数は同じものとなることが多かった．中央政

府であれ地方政府であれ政府部門は個人の効用に基づく社会的厚生を最大にするように政

策を操作してきた．そのため，中央政府と地方政府の関係が経済成長に及ぼす影響を検討

することが困難だったといえるだろう．しかし，これまで議論してきたように，内生的経
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済成長モデルの構築により，公共政策が定常成長経路の経済成長率に及ぼす影響を検討す

ることが可能になった．公共政策の評価が社会的厚生関数でなく経済成長率によって評価

することが可能になったのである．内生的経済成長モデルの構築によって，異なる政府が

それぞれ異なる目的を最大にするように政策を採った場合の経済への影響を動学モデルに

おいて分析することが可能になったのである．本章では，内生的経済成長モデルを用いる

ことにより，これまで困難であった複数の政府が存在する場合の経済に及ぼす効果を検討

した．
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第 3章

生産向け公共支出と
消費向け公共支出*1

3.1 はじめに

前章では，同じ課税ベースに対して，経済成長率最大化を目的とする中央政府と地域住

民の社会厚生最大化を目的とする地方政府がそれぞれ自らの公共支出を行うために課税を

行うと仮定した．このとき，中央政府は企業の生産要素となる公共支出を行い，地方政府

は地域住民の効用に影響を与える公共支出を行うと仮定した．一方の政府の最適税率はも

う一方の政府の行動の影響を受ける．政府間の戦略的相互関係によって，中央政府が最も

高い達成可能な経済成長率を生み出す税率よりも低い税率を選択することが明らかにされ

た．しかし，現実的に，中央政府であっても，地方政府であっても，両タイプの公共支出

を行っている．

これまで議論してきたように，Barro (1990)では，単一の政府が生産要素としての公共

サービスが経済成長率に及ぼす影響を議論し，経済成長率を最大にする所得税率は社会的

厚生が最大になる所得税率と等しいことが明らかにされた．蓄積しない公共サービスを仮

定した Barro (1990)の議論に続いて，Futagami, Morita, and Shibata (1993) は公共資

*1 本章は Omori (1997)に加筆・修正したものである．
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本の蓄積が定常成長経路の経済成長率に及ぼす影響について検討し，Barro (1990) では

フロー変数である公共支出に対し，ストック変数である公共投資を仮定したとき，経済成

長率を最大にする所得税率は家計の生涯効用が最大になる所得税率と異なることを示して

いる．そして，Greiner (1999)は, 所得税を財源に，政府消費，一括移転，公共投資，そ

して，民間投資への補助金に対して政府が支出を行うときのこれらの政策変数が経済成長

に及ぼす効果を検討している．Piras (2002)では，政府が生産向けの公共投資と公園や公

立図書館などの個人の効用に影響を与える公共支出が定常成長経路の経済成長率に及ぼす

効果を議論している．これらのすべてモデルでは完全競争市場を想定しているが，Yakita

(2004) では，財の独占的競争市場を公共資本を含む内生的経済成長モデルに導入するこ

とによって，需要サイドと供給サイドの両サイドからの公共投資が経済成長に及ぼす効

果を検討している．Yakita (2004)を含む上述のモデルでの時間は連続時間を想定してい

る．これに対して，Glomm and Ravikumar(1994) はこのような連続時間モデルを離散

時間タイプの公共投資を含む内生的経済成長モデルに拡張し，生産向けの公共資本の混雑

現象を考慮したときの定常成長経路における経済成長率を明らかにしている．しかしなが

ら，これらの連続時間モデルも離散時間モデルも個人は無限期間生き続けると仮定し，社

会的厚生は代表的な個人の効用関数によって評価され，異時点間での消費と貯蓄の関係が

明示的に含まれたモデルとなっていない．

上述のモデルにおける個人が無限期間生き続けるという仮定に対して，Mourmouras

and Lee (1999）では，Balanchard (1985)が構築した個人の死亡確率を含む連続時間タ

イプの世代重複モデルにおいて，公共投資が経済成長率に及ぼす効果を検討している*2．

Balanchard (1985) の世代重複モデルでは，個人はある確率で各時点において死亡すると

*2 Saint-Paul (1992)は，Balanchard (1985) タイプの世代重複モデルを用いて，内生的経済成長モデル
における公債の役割について議論しており，一定率で成長する経済において国内総生産に占める公債の比
率のどのような変化もパレート改善とならないことを示している．
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仮定しており，個人は無限に生き続けず，各時点にいくつかの世代が存在している点が

Barro (1990) たちの連続時間モデルとは異なる点であるが，異時点間での消費と貯蓄の

関係が明示的にされていない点は連続時間モデルと同じである．個人が無限期間生き続け

ないことで，消費行動が変化するために，無限期間生き続ける個人を想定したときの経済

成長率を最大にする所得税率とは異なることを Mourmouras and Lee (1999）は明らか

にしている．この Blanchardタイプの世代重複モデルを用いた内生的経済成長モデルと

して，Tanaka (2003)や Tamai (2009)などがある．Tanaka (2003)では，内生的経済成

長モデルにおいて所得税率一定のもとで生産向けの公共支出を減らすことによる余剰を公

債の償還にあてるという財政再建の社会的厚生への効果を検討しており，公共支出の効果

が生産に対して小さいとき，財政再建による社会的厚生の改善が可能であることを示して

いる．Tamai (2009)では，Blanchardモデルでの死亡確率を個人の寿命と考え，寿命が

延びることによる高齢化社会での公共投資と課税について検討している．しかし，これま

で挙げてきたすべての研究では，企業の生産向けの公共支出（公共投資）が経済成長率に

及ぼす効果に注目し，個人の消費と代替的な公共支出が定常成長経路の経済成長率に及ぼ

す効果についての議論が十分に行われていない．個人の消費と代替的な公共支出は個人の

貯蓄行動に影響を及ぼし，資本蓄積の変化を通じて，経済成長に影響を及ぼしている．生

産向けの公共支出ばかりでなく，個人の消費に影響を及ぼす公共支出を組み込んだモデル

を用いて，公共支出が経済成長に及ぼす影響を議論する余地が残されている．

本章では，交通施設や治安維持の公共サービスなどの生産向けの公共支出だけでなく，

公園や公立図書館の蔵書などの個人の消費を代替する公共支出が定常成長経路における経

済成長率に及ぼす効果について検討し，生産向け公共支出と消費向け公共支出の配分比率

が経済成長率にどのような影響を及ぼすのかについて議論する*3．税と公共支出の増減に

*3 前章における地方政府の公共支出がここでの個人の消費を代替する公共支出に相当し，中央政府の公共
支出がここでの企業の生産向けの公共支出に相当する．
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よるものばかりでなく，税や公共支出の総額の増減なく，公共支出の配分を変化させる

ことによっても経済成長や企業や個人の意思決定は影響を受ける*4．Barro(1990)や Lau

(1995)では，効用関数に公共財が含まれたケースでの内生的経済成長モデルを構築し，税

率と経済成長率の関係を議論している．しかし，生産と個人消費のそれぞれに影響を及ぼ

す公共支出の配分が経済成長率に対してもたらす効果については検討されていない．この

ような公共支出の配分を変更することの定常成長経路における経済成長率への効果は十分

に議論されておらず，本章ではこのことについて議論する．

また，本章では，Samuelson (1958)や Diamond (1965)によって構築され，貯蓄行動

を明示的に導入した世代重複モデルに生産向けの公共支出と消費向けの公共支出を組み込

んだ内生的経済成長モデルを構築する．Jones and Manuelli (1992)では，本章のモデル

と同様なモデルを用いて，一定率で成長する経済における公共支出が所得の再分配に及ぼ

す影響について議論している．しかし，これまで述べてきたように，異時点間での個人の

消費行動と貯蓄行動の関係が明示されたモデルにおいて公共支出が定常成長経路の経済成

長率に及ぼす影響について十分な議論が行われていない．本章では世代重複モデルを用い

て，異時点間での消費と貯蓄の関係が明示的である内生的経済成長モデルにおける公共支

出の定常成長経路の経済成長率に及ぼす効果を検討する．

本章の構成は以下の通りである．第 3.2節では，生産向けの公共支出と消費向けの公共

支出を組み込んだ世代重複モデルを構築する．第 3.2節の議論をもとに，第 3.3節ではこ

のモデルの定常成長経路について検討し，定常成長経路における経済成長率を明らかにす

る．第 3.4節では，生産向け公共支出と消費向けの公共支出の配分比率が定常成長経路の

経済成長率に及ぼす効果について議論する．第 3.5節では効用関数を特定化して，配分比

率が定常成長経路での経済成長率に及ぼす効果を再検討する．第 3.6節では，個人の消費

*4 Kormendi (1983) による実証研究では，政府消費や政府投資などを含む政府支出 1 単位の増加によっ
て，民間消費は 0.2単位減少するということが明らかにされている．
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に代替可能な公共財を労働世代と引退世代の両世代および引退世代にのみ政府が供給する

ときの定常成長経路における経済成長率に及ぼす効果を検討する．最後に，第 3.7節にて

結びを述べる．

3.2 モデル

Samuelson (1958)や Diamond (1965)の構築した世代重複モデルをもとに，完全予見

の個人，企業，政府の存在する 1財の閉鎖経済を想定する*5．人口は一定と仮定し，人口

成長率はゼロであり，各世代の人口は 1に標準化される．

3.2.1 個人

個人は労働期と引退期の二期間生きると仮定する．労働期では，個人は非弾力的に労働

を企業に供給し，そこで得た税引き後の賃金所得をもとに消費と貯蓄を行う．引退期にお

いて，個人は労働供給を行わず，労働期の貯蓄元本に利息を加えたものを財源に消費活動

を行う．

政府は 2つのタイプの公共財を供給する．一つは学校給食，公園，公立図書館の蔵書な

どの労働世代の消費と代替的な公共財 (アメニティ公共財)であり，もう一つは道路や港

湾などの施設を例とする労働増大的な公共財を企業に供給する*6．Barro (1990) の仮定

と同じように，蓄積しない公共財を仮定し，簡単化のために，両公共財は 1期で消失する

と仮定する．

以下では t期における労働世代を世代 tと呼ぶことにしよう．このとき，これらの仮定

*5 本章以降の各章のモデルにて想定する政府は単一の中央政府である．
*6 簡単化のために，ここでは政府はアメニティ公共財を労働世代に供給すると仮定する．第 3.6 節では，
アメニティ公共財を労働世代と引退世代の両世代に供給する場合について議論している．また，道路や港
湾の施設を充実させることは物流の輸送時間を短縮し労働者の生産性を高めると考えられる．
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のもとで，世代 tの代表的な個人の効用関数 U t は以下のように示される*7．

U t = U t(ct
t, c

t
t+1, g

a
t ) (3.1)

ここで，cj
z は z 期における世代 j の消費であり，ga

t は t期におけるアメニティ公共財で

ある．

個人は労働期に賃金所得を，そして，引退期には利子所得を得る．労働所得と利子所得

は同率の税率が課税されると仮定する*8．簡単化のために，個人は静学的期待形成を利子

率について行うと仮定すると，世代 tの代表的な個人の生涯における予算制約式は以下の

ように示される．

ct
t +

ct
t+1

1 + (1− τ)rt
= (1− τ)wt (3.2)

ここで，τ は所得税率，rt は t 期における利子率，そして，wt は t 期における賃金率で

ある．

賃金率，利子率，および，所得税率を所与として，予算制約式 (3.2)のもとで世代 tの

代表的個人は自らの効用 (3.1)を最大にするように ct
t と ct

t+1 を選択する．最適条件より，

貯蓄関数は

St ≡ (1− τ)wt − ct
t = st((1− τ)wt, (1− τ)rt, g

a
t )(1− τ)wt, (3.3)

と表される*9．ここで，St は t期の貯蓄を，そして，st は t期の貯蓄率を表している．た

だし，∂st

∂rt
は正であると仮定する*10．

*7 第 3.5節では，関数を特定化して，この議論を再検討している．
*8 たとえもし異なる税が二つの所得に課税されたとしても，同様の結論が得られる．簡単化のために，こ
こでは同率の税を仮定する．

*9 最適条件より，世代 tの代表的な個人の ct
t と ct

t+1 は以下のように示される．

ct
t = ct

t((1− τ)wt, (1− τ)rt, g
a
t )

そして，
ct
t+1 = ct

t+1((1− τ)wt, (1− τ)rt, g
a
t )

である．
*10 Diamond (1965)は同様の仮定を行っている．
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3.2.2 企業

各企業は資本と労働を用いて生産を行う．政府は企業に労働増大的な公共財を供給して

いるため，効率的な労働投入はこの公共財と個人の労働供給の積によって表される．規模

に関して収穫一定の技術を仮定し，各生産要素の限界生産力は正で逓減的であると仮定す

ると，生産関数は以下のように示される．

Yt = Φ(Kt, g
p
t Lt) = (gp

t Lt)φ
(

Kt

gp
t Lt

)
(3.4)

ここで，Yt は t期における産出，Kt は t期における総資本，gp
t は t期における労働増大

的公共財，Lt は t期における労働供給を表し，φ′ > 0, φ′′ < 0である*11. 生産関数 (3.4)

はコブ・ダグラス型で以下のように示される．

Yt = AKα
t gp 1−α

t L1−α
t (3.5)

ただし，Aは正のパラメーターであり，0 < α < 1である．ωt を t期における効率労働単

位当りの資本の大きさと定義する (ωt ≡ Kt/(gp
t Lt))．このとき，生産関数 (3.4) は ωt を

用いて以下のように書き直すことができる*12．

Yt = gp
t Ltφ (ωt) . (3.6)

完全競争に直面している企業は利潤を最大にするように行動すると仮定すると，最適条件

より，t期における利子率は

rt = φ′(ωt) (3.7)

*11 初期時点おけるK0 と gp
0 は所与である．人口に関する仮定より Lt = 1である．

*12 この生産関数は以下の条件を満たしていると仮定する．

lim
ωt→∞

φ′(ωt) = 0

そして，
lim

ωt→0
φ′(ωt) = ∞

である．
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であり，t期における賃金率は

wt = gp
t φ(ωt)− φ′(ωt)Kt (3.8)

と表すことができる*13．

3.2.3 政府

簡単化のために，政府は均衡予算政策を採り，来期の公共財の供給のために今期の税

収が用いられると仮定する．この仮定より，t期における政府の予算制約は以下のように

なる．

IG
t = τ(wt + rtKt) (3.9)

ここで，IG
t は t期における総公共支出を表し，それは t + 1期におけるすべての公共財の

大きさ gt+1 に等しい．

∆ を t + 1 期に供給される公共財のうち労働増大的な公共財に配分される比率とする

(0 < ∆ < 1)．このとき，t + 1期における労働増大的な公共財は

gp
t+1 = ∆gt+1 (3.10)

と表され，t + 1期におけるアメニティ公共財は

ga
t+1 = (1−∆)gt+1 (3.11)

と表される．以下の議論では，簡単化のために，τ と ∆は時間を通じて一定と仮定する．

*13 このときの労働の限界生産力は，

∂Yt

∂Lt
= gp

t φ(ωt) + gp
t Ltφ′(ωt)

−Ktg
p
t`

gp
t Lt

´2

である．Lt = 1の仮定より，

∂Yt

∂Lt
= gp

t φ(ωt)− φ′(ωt)Kt

となる．
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3.3 定常成長経路

3.3.1 労働増大的な公共財の成長率

労働増大的な公共財の成長率を以下のように定義する．

γg ≡ gp
t+1 − gp

t

gp
t

政府の予算制約式 (3.9)および政府の労働増大的な公共財への配分 (3.10)より，労働増大

的公共財の成長率は

1 + γg =
gp

t+1

gp
t

= ∆τφ(ωt) (3.12)

と示され，t期における労働増大的な公共財の成長率は ωt の関数として表される．

3.3.2 資本の成長率

総投資と総貯蓄が等しいとき，資本市場が均衡する*14．資本市場の均衡条件は以下の

ように示される．

StLt = Kt+1 (3.13)

資本の成長率を

γK ≡ Kt+1 −Kt

Kt

と定義する．資本の成長率を導出するために，企業の最適条件より，個人の貯蓄関数 (3.3)

は

St = st((1− τ)rt, g
a
t )(1− τ)wt. (3.14)

と書き直す．これは t 期における貯蓄率は所得税，t 期の利子率，そして，t 期のアメニ

ティ公共財の関数であることを示している．賃金率 (3.8)，貯蓄関数 (3.14)，および，資

*14 簡単化のために，減価償却を考慮していないが，減価償却を考慮しても本質的な議論に変化はない．
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本市場の均衡条件 (3.13)より，資本の成長率は以下のように示すことができる．

1 + γK =
Kt+1

Kt
= st(·)(1− τ)[(φ(ωt)/ωt)− φ′(ωt)] (3.15)

よって，t期における資本の成長率も ωt の関数である．

3.3.3 定常成長経路の存在と一意性

最初に，ωt と ωt+1 が等しい経路をこのモデルでの定常成長経路と定義する．つまり，

資本の成長率 1 + γK が労働増大的公共財の成長率 1 + γg に等しい経路を定常成長経路

と定義する．(3.12)より，γg は ω の単調増加関数である．

d(1 + γg)
dωt

= ∆τφ′(ωt) > 0

である．そして，(3.15)より，

d(1 + γK)
dωt

= s′(·)(1− τ)2φ′′[(φ(ωt)/ωt)− φ′(ωt)] + s(·)(1− τ)
(

φ′ωt − φ

ω2
t

− φ′′
)

< 0

であるから，γK は ω の単調減少関数である*15． ただし，s′ = ∂s
∂ω である．図 3.1にお

いて示されるように，均衡点 E において 1 + γK が 1 + γg と等しくなる一意の ω∗ が存

在する．1 + γK と 1 + γg が等しいときの経済成長率を均衡成長率 1 + γ と呼ぶことにし

よう．

3.3.4 定常成長経路の安定性

前小節では，定常成長経路の存在と一意性を示した．ここでは定常成長経路の安定性に

関する十分条件を導き出す．この経済における移行関数 Γ(ωt)は次のように表される．

ωt+1 = Γ(ωt) (3.16)

*15 コブ・ダグラス型生産関数を用いると，右辺第二項は以下のように書き直すことができる．

s(·)(1− τ)

„
φ′ωt − φ

ω2
t

− φ′′
«

= s(·)(1− τ)[−Aωα−2
t (α− 1)2] < 0
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1 + γg

0

1 + γg

1 + γK

ωt

1 + γ

1 + γg

1 + γK

ω∗

E

図 3.1 均衡成長率

ただし，

Γ(ωt) =
1 + γK

1 + γg
ωt

である*16．図 3.2 において示されるように，移行関数を右上がりの凹関数であると仮定

すると，定常成長経路の近傍で 45度線と交差する．つまり，定常成長経路の近傍におい

て，0 < dΓ/dω < 1 を満たしているならば，定常成長経路は安定的である．このとき，

0 < dΓ/dω < 1は以下の通り書き直すことができる．

ωt+1 − ωt

ωt+1
<

d(1 + γg)
dωt

ωt

1 + γg
− d(1 + γK)

dωt

ωt

1 + γK
< 1 (3.17)

である．(3.17)を用いて，この安定性の十分条件を言い換えれば，ωt に関する 1 + γg の

弾力性と ωt に関する 1+γK の弾力性の差が 1より小さく，かつ，その差が t期から t+1

*16 (3.16)は以下の通り導き出される．

ωt+1 =
Kt+1

gp
t+1

=
(1 + γK)Kt

(1 + γg)gp
t

=
(1 + γK)

(1 + γg)
ωt = Γ(ωt).

である．
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期にかけての ω の増分を ωt+1 で割ったものよりも大きいならば，定常成長経路は安定的

であり持続可能な成長経路であるといえる．

0 ωtω∗ ωt

ωt+1

45◦

Γ(ωt)

図 3.2 定常成長経路の安定性

3.4 配分比率の経済成長率への効果

本節では，両公共財の配分比率 ∆の変化が均衡成長率に及ぼす効果について検討する．

これまで議論してきたことより，∆ の増加は労働増大的公共財の成長率を高めることは

明らかである．このとき，図 3.3において示されるように，1 + γg は ∆の増加によって

1 + γg
u にシフトする．

次に，定常成長経路において，∆の資本の成長率に及ぼす効果は，生産関数が (3.5) で

あるとき，以下の導関数により示される．

d(1 + γK)
d∆

= (1− τ)(1− α)ωα−1A
dωt

d∆

(
ds

dr

dr

dωt
+ s(·)(α− 1)ω−1

t

)
− gtsa,t(1− τ)

wt

Kt

(3.18)

ただし，sa,t は ∂st

∂ga
t
である．
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この導関数 (3.18) の符号は不確定である．しかし，それは以下の二つの効果に依存し

ていることは明らかである*17．第一に，右辺第一項では，企業利潤の分配を通じて ∆の

貯蓄に及ぼす効果を表している．この効果は常に正の効果であり，この効果を分配効果と

呼ぶことにしよう．生産活動向けの公共支出の増加によって，今期の生産性が上昇する．

生産性の上昇によって，企業の利潤が増加し，それは利潤の分配として賃金と利子に反映

される．賃金と利子の増大は貯蓄を増加させ，より高い資本の成長率をもたらす．第二

に，右辺第二項は消費行動を通じて ∆の変化が個人貯蓄に及ぼす効果を表している．ア

メニティ公共財の仮定より，アメニティ公共財は t期における労働世代の消費 ct
t と代替

的である．アメニティ公共財の減少は t期における労働世代の消費を増加させ，貯蓄の減

少をもたらす．貯蓄の減少は資本の成長を抑制し，資本の成長率は低下する．以下では，

この効果をアメニティ効果と呼ぶことにしよう．これはアメニティ公共財に関する正の限

界貯蓄率 sa,t(> 0)に反映されている．

以下では，導関数 (3.18)の符号について検討する*18．第一に，分配効果がアメニティ

効果を凌駕しているとき，労働増大的な公共財の増加は資本の成長率を常に高め，定常成

長経路の経済成長率を高める．分配効果が貯蓄に及ぼす影響はアメニティ効果が貯蓄に及

ぼす影響よりも大きいため，∆の変化は貯蓄の増加をもたらす．図 3.3において，労働増

大的な公共財の増加 (∆の増加)によって，資本の成長率は 1 + γK から 1 + γK
u にシフト

する．定常成長経路の経済成長率は 1 + γA であり，それは 1 + γg
u と 1 + γK

u の交点であ

る A で達成される．

*17 (3.12)，および，(3.15)より，定常成長経路では，

dωt

d∆
=
−∆τφ′ + s′t(·)(1− τ)2φ′′(wt/Kt) + st(·)(1− τ)[(1/ω2

t (φ′ωt − φ)− φ′′]
τφ

< 0

である．
*18 この導関数 (3.18) には二つの効果が影響を及ぼしている．一つは ∆ が直接的に生み出す効果であり，
もう一つは各成長率の変化を通じて間接的に生み出す効果である．
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1 + γg

0

1 + γg

1 + γk

ωt

1 + γ

1 + γg

1 + γk

ω∗

E

1 + γg
u

1 + γk
u

1 + γk
L

A

B1 + γB

1 + γA

図 3.3 配分比率の均衡成長率への効果

第二に，アメニティ効果が分配効果を凌駕しているならば，導関数 (3.18) の符号は負

である．この場合，労働増大的な公共財の増加は個人の貯蓄を減らし，資本の成長率と定

常成長経路の経済成長率はともに低下する．アメニティ効果を通じての貯蓄の変化が分配

効果を通じてのそれよりも大きいため，∆ の上昇は個人の貯蓄を減少させる．よって，

図 3.3において，定常成長経路の経済成長率は 1 + γg
u と 1 + γK

L の交点 B の大きさであ

る 1 + γB によって表される．

ここまでの議論をまとめると以上のように述べることができる．公共支出の配分比率の

変化は企業と個人の両者に影響を及ぼし，企業の生産向けの公共支出の増加が企業よりも

個人により大きな影響を及ぼすならば，このような増加は必ずしも定常成長経路の経済成

長率を高めるとは限らないということである．
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3.5 効用関数の特定化

以下では，効用関数を特定化することにより，労働増大的な公共財の増加が定常成長経

路の経済成長率に及ぼす効果について再検討する．効用関数 (3.1)を

U t = ct σ
t ga

t + ct σ
t+1 (3.19)

と特定化する. ここで 0 < σ < 1である*19．

世代 tの消費の成長率を以下のように定義する．

γc
t ≡

ct
t+1 − ct

t

ct
t

この定義より，個人の行動に関する最適条件を

1 + γc
t =

ct
t+1

ct
t

= [(1 + (1− τ)rt)ga
t ]

1
σ−1 (3.20)

と書き直すことができる．これは定常成長経路における経済成長率でもある．消費の成長

率 (3.20)を ∆に関して微分して，

d(1 + γc
t )

d∆
=

1
σ − 1

((1 + (1− τ)rt)ga
t )

2−σ
σ−1

1
∆

[
drt

dωt

dωt

d∆
∆
rt
− ∆

1−∆

]
(3.21)

を得る．導関数 (3.21) の符号は右辺の中括弧の符号に依存して決定される．もし，配分

比率 ∆ に関する利子率の弾力性が二つの公共財の配分比率の割合よりも小さいならば，

この符号は負であり，∆に関する利子率の弾力性が二つの公共財の配分比率の割合よりも

大きいならば，この符号は正である．労働増大的な公共財の増加が生じる定常成長経路で

*19 効用関数がコブ・ダグラス型である Ut = ctε
t ctζ

t+1g
a1−(ε+ζ)
t (0 < ε + ζ < 1) と示されるとき，ct

t と
ct
t+1 についての限界代替率は

ct
t+1

ct
t

=
1

1 + (1− τ)rt

ζ

ε

である．この関数型ではアメニティ公共財は限界代替率に影響を及ぼさない．コブ・ダグラス型関数は
相似拡大的（ホモセティック）な関数である．ct

t+1 と ct
t の限界代替率は rt のみの関数である．アメニ

ティ公共財の変化は貯蓄額に影響を及ぼし，貯蓄率に影響を及ぼさない．この関数のとき，sa,t は資本の
成長率に対して中立的であり，ここでの結論と同様の結論を得ることはできない．
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の経済成長率の低下についての十分条件は導関数 (3.21) 右辺中括弧の符号によって示さ

れる．したがって，効用関数を特定化することによって，労働増大的な公共財の増加が必

ずしも定常成長経路の経済成長率を高めるとは限らないことが確認された．

3.6 アメニティ公共財

ここでは，労働期においてのみ享受可能であったアメニティ公共財を労働期と引退期の

どちらにおいても個人が享受できるとき，配分比率 ∆が定常成長経路の経済成長率に及

ぼす影響について議論する．

効用関数 (3.1)を再び以下のように一般形に書き直す．

U t = U t(ct
t, c

t
t+1, g

a
t , ga

t+1) (3.22)

ここで，ga
t+1 は t + 1期におけるアメニティ公共財である．これまでと同様にして，資本

の成長率は

1 + γK =
Kt+1

Kt
= st((1− τ)rt, g

a
t , ga

t+1)(1− τ)[(φ(ωt)/ωt)− φ′(ωt)] (3.23)

と表すことができる．

配分比率 ∆の増大によって，これまでの議論で明らかなように，労働増大的な公共財

の成長率は上方シフトする．∆ の変化が定常成長経路での経済成長率に及ぼす効果は資

本の成長率のシフトに注目すれば良い．生産関数をコブ・ダグラス型の関数 (3.5) と仮定

すると，∆について資本の成長率 (3.23)を微分して，

d(1 + γK)
d∆

= (1− τ)(1− α)ωα−1
t A

dωt

d∆

(
ds

dr

dr

dωt
+ s(·)(α− 1)ω−1

t

)
− gtsa,t(1− τ)

wt

Kt

−gt+1sa,t+1(1− τ)
wt

Kt
(3.24)

を得る．ただし，sa,t+1 は ∂st

∂ga
t+1
である．導関数 (3.24)と導関数 (3.18)の違いは導関数

(3.24)において右辺第三項に引退世代に対するアメニティ効果が付け加えられていること
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である．引退世代に対するアメニティ効果とは，∆の変化が引退期の消費行動を通じて貯

蓄に及ぼす効果のことである．これまでの議論と同じように，ga
t+1 の増加は引退期の消

費を減少させるために，労働期における貯蓄を減らす．よって，アメニティ公共財に関す

る限界貯蓄率が負であるといえる (sa,t+1 < 0)．言い換えれば，政府がある世代の引退期

のアメニティ公共財を減少させるとき，個人は引退期の消費水準を維持するために貯蓄を

増加させる．引退期における ∆の増加が資本の成長率に及ぼす効果は正である．

これまでと同じようにして，導関数 (3.24)の符号は分配効果とアメニティ効果に依存し

ている．分配効果に引退世代へのアメニティ効果を加えたものが労働世代へのアメニティ

効果よりも大きいならば，導関数 (3.24)の符号は正である．このとき，∆の増加は個人

の貯蓄を増やすため，労働増大的な公共財の増加は資本の成長率を高め，定常成長経路の

経済成長率を高める．それに対して，分配効果に引退世代へのアメニティ効果を加えたも

のが労働世代へのアメニティ効果よりも小さいならば，導関数 (3.24)の符号は負である．

この場合には，∆の増加は個人の貯蓄を減らすために，定常成長経路の経済成長率も低下

する．

3.6.1 引退世代向けアメニティ公共財

配分比率∆の増大によって，これまでの議論で明らかなように，労働増大的な公共財の

成長率は上方シフトする．∆ の変化が定常成長経路での経済成長率に及ぼす効果は資本

の成長率のシフトに注目すれば良い．したがって，政府が引退世代にのみアメニティ公共

財を供給するとき，配分比率 ∆に関する資本の成長率の導関数は以下のように示される．

d(1 + γK)
d∆

= (1−τ)(1−α)ωα−1
t A

dωt

d∆

(
ds

dr

dr

dωt
+ s(·)(α− 1)ω−1

t

)
−gt+1sa,t+1(1−τ)

wt

Kt
.

(3.25)



第 3章 生産向け公共支出と消費向け公共支出 68

労働世代のアメニティ効果がゼロであり，分配効果と引退世代アメニティ効果は正である

ため，導関数 (3.25)は常に正である*20．政府がある世代の引退期のアメニティ公共財を

減少させるとき，個人は引退期の消費水準を維持するために貯蓄を増加させるために，労

働増大的な公共支出の増加は常に資本の成長率と定常成長経路の経済成長率を高める．

3.7 結び

新古典派経済成長モデルにおいて，公共政策は定常成長経路の経済成長率に影響を及ぼ

さないという問題点があった．これに対して，Barro(1990)では，政府が企業に公共サー

ビスを供給するとき，公共サービス供給のための財源としての税の増大は必ずしも定常成

長経路の経済成長率を下げるとは限らないことが明らかにされた．本章では，個人の貯蓄

行動を明示的にモデルに導入した世代重複モデルを用いて，Barroモデルを拡張した．そ

のようなフレームワークのもとで企業の生産向け公共支出と個人消費に代替的な公共支出

の配分比率が定常成長経路の経済成長率に及ぼす効果について検討した．生産向けの公共

支出の変化は企業の利潤分配に影響を及ぼし，個人消費に代替的な公共支出の変化は個人

の貯蓄行動に影響を及ぼす．本章では，前者の効果が後者の効果よりも大きいとき，生産

向けの公共支出の増加によって定常成長経路の経済成長率は上昇し，逆のケースでは，生

産向けの公共支出の増加は定常成長経路の経済成長率の低下をもたらすことが明らかにさ

れた．しかしながら，引退世代に対してのみアメニティ公共財を政府が供給するケースで

は，労働増大的な公共支出の増加は常に資本の成長率と定常成長経路の経済成長率を高め

ることが示された．政府は生産向けの公共支出よりも消費向けの公共支出を重点的に行う

場合であっても，定常成長経路の経済成長率を高めることができるときがある．

前章までの連続時間を想定したモデルと異なり，本章のモデルは離散時間の経済成長モ

*20 sa,t+1 < 0であることより，引退世代アメニティ効果は正である
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デルを想定し，個人の貯蓄行動が明示的にされた世代重複モデルにおいて，生産関数と効

用関数の両方に公共支出の変数が含まれていることによって，モデルが複雑となってい

る．そのために，一定率で成長する経済におけるこのような公共支出の配分が社会的厚生

に及ぼす効果を検討することは解析的にも数値例を用いても困難である．今後の課題とし

て，一定率で成長する経済におけるこのような社会的厚生への影響を分析することが残さ

れている．
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第 4章

公的育児サービスと育児補助金*1

4.1 はじめに

新古典派経済成長モデルと同様に，内生的経済成長モデルにおいても人口成長は定常成

長経路の経済成長率に影響を及ぼす要因の一つであると考えられる．人口成長は労働投入

に影響を及ぼし，人口成長の変化は経済成長に影響をもたらすからである．近年，先進諸

国が少子化の時代に入り，国立社会保障・人口問題研究所 (2006)によれば，日本におい

ても 2005年時点で日本の人口は１億 2,777万人に達したが，2030年の１億 1,522万人を

経て，2046 年には 9,938 万人となり，2055 年には 8,993 万人になると推計されている．

内閣府 (2008)のデータによれば，1950年に 3.5であった合計特殊出生率は 2006年にお

いては 1.32まで落ちている*2．このことは人口成長率が単に低下しているというだけで

なく，若年者が相対的に減少し続けるという人口構造の変化をもたらす．このような人口

構造の変化は，雇用や社会保障への変化を通じて経済成長に大きな影響を与えるだろう．

人口成長の低下をもたらす理由については Lapan and Enders (1990)や八代 (1998)を

はじめとして数多くの研究がある．特に，八代は以下のことを理由として挙げている*3．

*1 本章は大森 (2002a)と大森 (2002b)に加筆・修正したものである．
*2 内閣府 (2008) によれば，長期的に人口が安定的に維持される合計特殊出生率の水準である人口置換水
準について，日本におけるそれは 2.07～2.08としている．

*3 内閣府 (2004)においても日本の少子化の理由として同様な理由を挙げている．
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第一に，晩婚化の進展と未婚率の上昇である．第二に，子育てにかかわる経済的負担であ

る．その中でも子育てにかかわる経済的負担については，育児に費やす時間が大きな要因

と考えられており，育児時間による労働時間の減少に起因する賃金の減少としての機会費

用が経済的負担として考えられる．

親が子供を持つことを決定するとき，子供を持つことによる親の効用ばかりでなく，子

供を育児する際に親は労働時間を犠牲にし，育児を行うために生じる労働所得の減少とい

う親自身の機会費用を考慮していると考えられる．出生率の決定要因の一つが親の機会費

用にあるとすれば，出生率の低下を抑制するためにはこのような機会費用を減少させる子

育て支援政策が必要である．その例として考えられるのが，育児を親に代わって公共部門

が行う保育所サービスなどの公的育児サービスの供給である．公的機関が育児を行うこ

とにより親の育児による労働時間を減らすことなく，親は育児と労働の両立が可能であ

る*4．

親の育児時間を考慮したモデルにおいて，出生率への影響を通じて公共政策が経済成長

にどのような影響を及ぼすかという観点からの代表的な研究として，Zhang and Zhang

(1998)，Wigger (1999) などの分析がある*5．Zhang and Zhang (1998)は親の育児時間

を内生的経済成長モデルに導入して，親が子供を持たない動機と社会保障の関係を検討し

ている．彼らは社会保障のための増税は経済成長と社会的厚生に悪影響をもたらす傾向に

あることを示している．Wigger (1999)では，Zhang and Zhang (1998)と同様に，親の

育児時間をモデルに導入して，親は自らの消費だけでなく，子供をもつことと引退期に子

*4 3歳から 6歳までの未就学児は保育園や幼稚園などに通所・通学可能である．日本では，保育園は社会保
障政策の一つであり，親が保育に欠ける状態のときに入園可能である．他方，幼稚園は小学校入学前の教
育機関であり，教育政策の一つであると考えられる．近年，幼稚園では延長保育として，保育園と同様の
保育機能を持つ幼稚園もあり，幼保一体型の施設としてこども園も生まれてきた．ここでの公的育児サー
ビスは保育活動を意味しており，保育園と幼稚園の区別をモデルに組み込んでいない．

*5 大森, 槙, 八木 (2000) では，時間費用を減少させるような育児支援のための公的支出を考え，公債発行
によるそのための財源調達の場合と税による財源調達の場合では，人口成長の変化を通じて公共財供給に
おけるマクロ的および長期的な費用が異なったものになることを明らかにしている．
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供からのギフトが得られるときの公的年金と出生率の関係について検討している．しか

し，これらのモデルでは，育児の機会費用に対する公共政策については議論されていない．

育児による機会費用を政府が育児補助金を親である個人へ提供することによって補償す

る方法も考えられる．育児に費やされたことによって，失った賃金所得の一部を個人の所

得として補償する方法である．Apps and Rees (2004)は課税と育児補助金が女性の労働

供給と出生率に及ぼす効果について議論している．Groezen, Leers and Meidam (2003)，

Zhang and Zhang (2007)，そして，Hirazawa and Yakita (2009)では，個人の効用に子

供の数が含まれるモデルにおいて，公的年金と公的育児助成について分析している． し

かし，これらのモデルでは，育児時間による労働時間の減少を通じての機会費用に対する

公的育児サービスのような公的支援政策が考慮されておらず，公的支援政策が経済成長率

に及ぼす影響について検討する余地が残されている*6．

本章の一つの目的は，第 3 章と同様の世代重複モデルに親が子供を持つことの意思決

定と親の機会費用を補うための育児補助金と公的育児サービスという二つの公共支出を

組み込み，税率一定のときのこれら二つの公共支出の配分の変化が人口成長率 (出生率)

を通じての経済成長率に及ぼす効果を検討することである．このような財・サービスの

公的な供給 (現物支給 (in-kind))と補助金の支給 (現金支給 (cash)) が経済に及ぼす影響

はこれまでにも研究がなされてきている．例えば，Blackorby and Donaldson (1988)，

Munro (1989)，および，Gahvari(1994)などがある．これらの研究は所得再分配政策と

しての，財・サービスの公的な供給と補助金支給について議論している．Blackorby and

Donaldson (1988)は個人に関する情報を政府が完全に把握していない場合の現物支給と

現金支給のパレート効率性を議論している．Munro (1989)や Gahvari (1994)はこれら

2 つのタイプの支給が労働と余暇の選択を通じて社会的厚生に対する影響を検討してい

*6 子供を持つことの機会費用としての育児費用と物的犠牲としての教育費用，そして，引退世代への社会
保障給付が出生率に及ぼす効果については次章にて議論している．
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る．これらの研究は静学のフレームワークで行われており，政府が現物支給と現金支給を

行うとき，それらの経済成長率への効果はまだ十分に検討されていない．本論文は，現物

支給としての公的育児サービスと現金支給としての育児補助金が経済成長率に及ぼす効果

を議論しているとも言える．

また，内生的経済成長モデルの市場均衡において，経済は一定率で成長している．本章

の第二の目的は，一定率で成長する経済における，公的育児サービスと育児補助金の配分

比率の社会的厚生に及ぼす効果についても検討することである．第 3章の世代重複モデル

を用いた内生的経済成長モデルでは，Barro(1990)と同様に生産関数に公共サービスが含

まれおり，Barro (1990)は連続時間を想定しているのに対して第 3章のモデルは離散時

間を想定しているために，公共支出の配分の変更が一定率で成長する経済での社会的厚生

に及ぼす効果を検討することが困難である．本章では，育児の機会費用を補う公共支出が

定常成長経路の経済成長率に及ぼす効果を検討することが一つの目的であるため，本章で

想定する生産関数には第 3章の公共サービスが含まれていない．そのことによって，第 3

章のモデルと異なり，以下では定常成長経路における公共支出の社会的厚生に及ぼす効果

を検討することが可能である．

以上より，本章では，公的育児サービスと育児補助金の配分比率の変化が定常成長経路

における経済成長率と社会的厚生に及ぼす効果を検討することによって，出生率の変化を

もたらす公共政策が経済成長率と社会的厚生をともに最大にする政策でないことを議論す

る．以下，第 4.2節にてモデルを提示し，第 4.3節では定常成長経路における出生率と経

済成長率を導出する．第 4.4節では, 税率一定のときの公的育児サービスと育児補助金の

間での配分比率が出生率と経済成長率に与える効果を検討する．第 4.5節では，一定率で

成長する経済において，税率が一定のとき，公的育児サービスと育児補助金の間での配分

比率が社会的厚生に及ぼす影響を考える．第 4.6節にて結びを述べる．
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4.2 モデル

前章の議論のフレームワークであった Samuelson (1958)や Diamond (1965)の構築し

た世代重複モデルをもとに，完全予見の個人，企業，政府という経済主体が存在する 1財

の閉鎖経済を想定する*7．ある期には，若年世代，労働世代，引退世代の 3世代が存在し

ており，育児サービスと育児補助金を政府は供給する．初期時点の労働世代の人口は 1に

標準化するが，以降の各期における人口成長率は内生的に決定される．

4.2.1 個人

個人は若年期，労働期，引退期の 3期間生きる．若年期にある個人は親に育児されるの

みで，主体的な意思決定を行わない．労働期では 1単位の時間を子供の育児と労働の間で

配分する．賃金所得は，消費，貯蓄，そして，賃金所得税の納税に充てられる*8．本モデ

ルでは，遺産動機を考慮しておらず，引退期では貯蓄，および，その利息を財源に消費す

る．世代内のすべての個人は同質的であると仮定する．

t期に労働供給を行っている世代を世代 tと呼ぶことにする．世代 tの代表的個人の生

涯効用は，個人の労働期と引退期における消費，および，子供の数に依存する*9．世代 t

の代表的個人の効用関数を次のように特定化する．

U t = U
(
ct
t, ct

t+1, nt+1

)
= ln ct

t + β ln ct
t+1 + ε ln (1 + nt+1) (4.1)

ここで，ct
t，および，ct

t+1 は世代 tの労働期と引退期のそれぞれの消費であり，nt+1 は子

供の数である．β は個人の主観的割引因子であり，εは子供の数に対する選好の強さを表

すパラメーターである．ただし，以下の議論を簡単化するために，子供の数 nt+1 でなく，

*7 単一の政府を仮定している．
*8 労働期の消費には若年期にある子供の消費も含まれる．
*9 Eckstein and Wolpin (1985) と同様，親は子供の数に関心を持つが，子供の効用には関心を持たない
とする．また，本論文では，個人の性別については考慮しない．
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1 + nt+1 から効用を得ると仮定している*10．

t期の労働世代の人口をNtとすると，t+1期の労働世代の人口はNt+1 = (1+nt+1)Nt

である．t期の子供の育児費用を育児時間によって表すと，それは ht(nt+1, Gp,t) として

表される*11．ただし，Gp,t は t期における育児を支援するための公的育児サービスの大

きさを示している*12．個人の労働期の予算制約式は，

ct
t + St = (1− τ) [1− ht(nt+1, Gp,t)]Wt + (1 + nt+1)Gs,t (4.2)

で与えられ，引退期の予算制約式は，

ct
t+1 = (1 + rt+1) St (4.3)

によって与えられる．St は貯蓄を，τ は賃金所得税率，Wt は t 期の時間当りの賃金率，

Gs,t は t期における政府からの一人当りの育児補助金である．世代 tの代表的個人は，制

約式 (4.2)と (4.3)のもとで，生涯効用 (4.1)を最大にするように，消費，貯蓄，出生率を

決定する．ただし，議論を簡単化するために，完全予見の個人は政府からの一人当りの補

助金額を知っており，それを予算制約に組み込んで意思決定すると仮定する*13．

4.2.2 企業

企業は資本と効率的労働を用いて生産を行う*14．経済における技術は規模に関して収

穫一定と仮定し，経済における総生産関数は一次同次の以下の関数によって示される．

Yt = F (Kt, AtLt) = AtLtf(kt) (4.4)

*10 技術的な問題により，このような仮定を行っている．nt+1 だけから効用を得ると仮定したとき，以下の
議論が複雑となり，本章の分析目的が達成できないためである．

*11 育児に費やす時間によって，労働時間が減少し，賃金所得が減少するという機会費用である．
*12 例えば，保育園に対する公的支出である．
*13 同様の仮定が Zhang (1995a) や Zhang (1995b) などで行われている． 本論文と同様に，Zhang

(1995a)では政府の所得移転政策を個人の予算制約に組み込んで出生率を決定している．
*14 簡単化のために，減価償却を考慮していないが，減価償却を考慮しても本質的な議論に変化はない．
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ここで，Yt，Kt，Ltは，それぞれ t期における総産出，総資本，および，総労働である*15．

kt は t期の効率単位当りの資本であり，kt ≡ Kt

AtLt
と定義される*16．At は t期における

労働生産性を表し，Romer (1986)や Grossman and Yanagawa (1993)に従い，At を次

のように仮定する*17．

At =
Kt

Lt

a
(4.5)

ただし，aは正のパラメーターである．このとき，生産要素価格は，企業の利潤最大化行

動により以下のように示される．

rt = f ′(kt) (4.6)

および，

Wt = At [f(kt)− ktf
′(kt)] (4.7)

である．ここで，効率単位当りの賃金率は

wt ≡ Wt

At
(4.8)

とする．

*15 個人の同質性についての仮定より，Nt を t期の労働世代の人口とすると，Lt = (1−ht(nt+1, Gp,t))Nt

である．

*16 効率単位当りの生産関数 f(kt) は，
∂f(kt)

∂kt
> 0であり， ∂2f(kt)

∂k2
t

< 0であると仮定する．

*17 生産関数 (4.4)を以下のように特定化する．

Yt = (Kt)
α (AtLt)

1−α

労働生産性 (4.5)より，これは以下のように書き直すことができる

Yt =

„
1

a

«1−α

Kt

第 1章で議論したように，この生産関数では資本の限界生産力が一定であるので，内生的経済成長モデル
の構築が可能である．



第 4章 公的育児サービスと育児補助金 77

4.2.3 政府

政府は，賃金所得税によって，公的育児サービスと育児補助金の財源を賄う．一人当り

における政府の予算制約式は次のように示される．

τ [1− ht(nt+1, Gp,t)]Wt = (1 + nt+1)Gs,t + Gp,t (4.9)

t期における税収に占める公的育児サービスの配分比率を∆とすると，公的育児サービ

スの大きさは

Gp,t = ∆τ [1− ht(nt+1, Gp,t)]Wt (4.10)

であり，育児補助金は

(1 + nt+1)Gs,t = (1−∆)τ [1− ht(nt+1, Gp,t)]Wt (4.11)

と表される．以下では，議論を簡単化するために τ と ∆は一定であると仮定する．

4.3 経済成長率

4.3.1 市場均衡

本モデルでは，個人は非弾力的に労働を供給するという仮定より，供給された労働は必

ずすべての企業によって雇用されると仮定している．資本は 1期限りで償却されると仮定

すると，資本市場の均衡条件は以下のように示される*18．

Kt+1 = StNt (4.12)

4.3.2 子供の数

本論文の目的は，経済成長率に対して，公的育児サービスと育児補助金の配分比率の

変化が及ぼす効果を検討することである．以下では，議論を簡単化するために，育児時

*18 労働市場の仮定，および，ワルラス法則より，財市場は資本市場が均衡すれば均衡する．
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間は子供の数と公的育児サービスが税収に占める比率に依存すると仮定する．つまり，

ht(nt+1, Gp,t)は，

ht (nt+1,∆) = η∆−(1+θ)(1 + nt+1), 0 < η < 1, θ > 0 (4.13)

と書き直される*19．

個人の育児補助金についての仮定，育児時間 (4.13)，および，育児補助金への政府の

予算配分額 (4.11) より，世代 t の代表的な個人の全生涯の予算制約式は次のように示さ

れる．

(1−∆τ)
[
1− η∆−(1+θ)(1 + nt+1)

]
Wt = ct

t +
ct
t+1

1 + rt+1
(4.14)

したがって，個人の最適条件より，世代 tの代表的個人にとっての子供の数（出生率）は

次のように示される．

1 + nt+1 =
ε

(1 + β + ε)
(
η∆−(1+θ)

) (4.15)

(4.15)における子供の数は配分比率 ∆に依存しており，定数によって示されている．

世代内の個人は同質の個人を仮定しているため，nt+1 は世代 tから世代 t + 1 にかけて

の人口成長率でもある．総貯蓄を St とすると，貯蓄率 st は，

st =
St

(1− τ)
[
1− η∆−(1+θ)(1 + nt+1)

]
Wt + (1 + nt+1)Gs,t

(4.16)

*19 本章の目的は，育児に対する公共政策が経済成長率と一定率で成長する経済における社会的厚生に及
ぼす効果を分析することである．本章では，子供をもたない動機として育児による労働時間の減少を通
じての所得の低下を考えている．その低下を補うのが公的な育児サービスと公的な育児補助金である．
Groezen, Leers and Meidam (2003)は育児による機会費用を低下させる公的補助金をモデルに導入し
て，育児費用が公的育児政策の大きさに依存した関数を仮定した小国開放経済のもとで公的年金と公的育
児助成について分析している． しかし，彼らのモデルでは，育児時間による労働時間の減少を通じての
機会費用に対する公的育児サービスのような公的支援政策が考慮されておらず，公的支援政策が経済成長
率に及ぼす影響について検討する余地が残されている．公的育児サービスと公的育児補助金をともに導入
したモデルにおいて，ここで想定した (4.13) 以外の関数を仮定したとき，モデルの動学方程式体系の差
分方程式が複雑なものとなり，定常成長経路の経済成長率も複雑な形で示され，論文の分析目的を達成で
きない．このような技術的な制約により，公的育児サービスの代理変数として税収に占める公的育児サー
ビスの比率を用いている．税収に占める公的育児サービスの比率が大きくなれば，公的育児サービスの規
模も大きくなっているといえる．とはいえ，このようなモデルにおいて，公的育児サービスを含む育児時
間の関数をどのように仮定するかという問題は今後の課題として残されている．



第 4章 公的育児サービスと育児補助金 79

と表される．育児補助金への政府の予算配分額 (4.11)，および，個人の最適条件を用いる

と，貯蓄率 st は,

st =
β

1 + β
(4.17)

と書き直される*20．

4.3.3 経済成長率

定常成長経路における一人当りの経済成長率は以下のように定義される．

1 + γy ≡
Yt+1
Nt+1

Yt

Nt

(4.18)

労働生産性 (4.5)，資本市場の均衡条件 (4.12)，貯蓄率の定義 (4.17)，および効率単位当

りの賃金率 (4.8)より，これは次のように書き直される*21．

1 + γy =
st(1− τ∆)wt

(1 + nt+1)a
(4.19)

したがって，定常成長経路において経済は一定率で成長する*22．(4.19) より，内生的経

済成長モデルのフレームワークにおいて，定常成長経路での経済成長率は，貯蓄率，所得

税率，公共支出の配分比率，効率単位当りの賃金，そして，人口成長に依存している*23．

*20 個人の最適条件と育児補助金の予算配分額 (4.11)より，

St =
(1− τ∆)βWt

1 + β + ε
> 0

である．
*21 導出については章末の補論を参照．
*22 労働生産性 (4.5)と効率単位当りの資本についての定義より，市場均衡では kt = aである．よって，定

常成長経路における効率単位当りの賃金率 wt

“
≡ Wt

At

”
は一定である．

*23 Zhang and Zhang (1998)や Yakita (2001)においても同様に，定常成長経路の経済成長率において，
人口成長率は分母に含まれている．
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4.4 出生率と経済成長率への効果

本節では，税率一定のもと公的育児サービスと育児補助金の配分比率 ∆の変化が定常

成長経路の経済成長率に及ぼす効果を検討する*24．

税率一定のもとで，労働世代への育児補助金を減らし公的育児サービスを増加させると

いう財源の配分の変更が出生率に及ぼす効果は，(4.15)より，

dnt+1

d∆
=

ε(1 + β + ε)η(1 + θ)∆−(1+θ)−1

[(1 + β + ε)η∆−(1+θ)]2
> 0 (4.20)

である*25．育児補助金を減らし，公的育児サービスを増加させることは出生率を高める．

公的育児サービスが増大することによって，個人はより多くの労働供給を行い，より多く

の労働所得を得ることができる．この所得の増加によって，個人は子供を持つことの動機

が高まり，出生率の増大をもたらす*26．

次に，税率一定のもとで，育児補助金から公的育児サービスへ財源の配分変更が経済成

長率に及ぼす効果である．経済成長率 (4.19)を ∆に関して微分すると以下のように示さ

れる．
d(1 + γy)

d∆
=
−stwtτ(1 + nt+1)a− (1− τ∆)stawt

dnt+1
d∆

[(1 + nt+1)a]2
< 0 (4.21)

育児補助金から公的育児サービスへの配分比率の変化は, 公的育児サービスの増加によっ

て, 育児補助金の減少をもたらし，貯蓄の減少を生じる．他方，公的育児サービスの増加

は労働供給の増加を通じて貯蓄の増加をもたらす．前者は導関数 (4.21) 右辺分子第一項

*24 (4.19)より，
d(1 + γy)

dτ
=

−st∆wt

(1 + nt+1)a
< 0

である．よって，賃金所得税の増税は可処分所得の減少を通じて，経済成長率を低下させる．
*25 (4.15)より，

dnt+1
dτ

= 0である．
*26 これは対数型の効用関数 (4.1) と養育時間の仮定に依存しているためである．特に，次章において議論
するように，対数型の効用関数を仮定するとき，労働期の消費と引退期の消費についての限界代替率は一
定である．このような関数を仮定しないならば，異なる結論が得られるかもしれない．
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によって示されており，後者は導関数 (4.21) 右辺分子第二項によって表されている．本

モデルでは，育児補助金減少による貯蓄の減少を通じての経済成長率への効果が公的育児

サービスの増加による貯蓄の変化を通じての経済成長率への効果を凌駕しており，公的育

児サービスの増加は経済成長率の低下をもたらす*27．

4.5 社会的厚生への効果

本節では，一定率で成長する経済において，税率一定のもと公的育児サービスと育児補

助金の配分比率 ∆の変化がある世代の間接効用関数によって評価される社会的厚生に及

ぼす効果を検討する．

個人は育児補助金額を知っているという仮定，育児補助金への政府の予算配分額 (4.11)，

そして，育児時間 (4.13)より，世代 tの代表的個人にとっての労働期と引退期の消費に関

する最適計画は次のように示される．

ct
t =

(1−∆τ) Wt

(1 + β + ε)
(4.22)

ct
t+1 =

(1 + rt+1) β (1−∆τ)Wt

(1 + β + ε)
(4.23)

子供の数 (4.15)，(4.22)，および，(4.23)の最適計画より，社会的厚生関数としての世代

tの代表的個人の間接効用関数は

V t = ln
(1−∆τ) Wt

(1 + β + ε)
+β ln

(1 + f ′ (a))β (1−∆τ)Wt

(1 + β + ε)
+ε ln

ε

(1 + β + ε)
(
η∆−(1+θ)

)
(4.24)

となる．このとき，t期において配分比率 ∆の変化が社会的厚生に及ぼす効果は

dV t

d∆
=
−τ (1 + β)
(1−∆τ)

+ (1 + β)
dWt

d∆

Wt
+ ε (1 + θ)

1
∆

(4.25)

*27 Munro (1989) や Gahvari (1994) では，静学のフレームワークにおいて現物支給は現金支給と比べ社
会的厚生を改善するとの結論が示されている．これに対し，本モデルでは現物支給としての公的育児サー
ビスの増加は経済成長率の低下をもたらすことが示された．政府が経済成長率最大化を政策目標とするな
らば，公的育児サービスよりも育児補助金を増加させることによって，経済成長率を高めることができる
ことが示されている．
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として表される．つまり，Kt と Lt が所与であるならば，

τ (1 + β)
(1−∆τ)

= ε (1 + θ)
1
∆

+ (1 + β)
dWt

d∆

Wt
(4.26)

のとき t期における社会的厚生は最大となっている．(4.26)左辺は公的育児サービスの増

加および育児補助金の減少がもたらす消費の減少による社会的厚生の低下を表している．

(4.26)右辺第 1項は公的育児サービスが増加したことの社会的厚生への直接効果を表して

いる．(4.26)右辺第 2項は公的育児サービスが増加したことによって，労働供給時間が増

加し，賃金所得の増加を通じての社会的厚生への効果を表している．

前節では，育児補助金減少による貯蓄の減少を通じての経済成長率への効果が公的育児

サービスの増加による貯蓄の変化を通じての経済成長率への効果を凌駕することによっ

て，公的育児サービスの増加は経済成長率の低下をもたらすことが明らかにされた．しか

し，(4.26)より，税率一定のとき，公的育児サービスが増加し，育児補助金が減少する配

分比率の変更はある世代の間接効用関数によって評価された社会的厚生を最大にすること

があることを示している．つまり，定常成長経路において，公的育児サービスの増加は経

済成長率の低下をもたらすが，ある世代によって評価される社会的厚生も低下するとは限

らないことが明らかにされた．政府がある世代の間接効用関数によって評価される社会的

厚生に注目して，社会的厚生を最大にすることを政策目標とするならば，公的育児政策と

しての二つの政策手段，公的育児サービスと育児補助金の配分変更によって社会的厚生を

最大にすることが可能である．

4.6 結び

個人の子供を持つことの選択を通じての出生率の変化は一国の経済成長率に影響を及ぼ

す．子供を持つことの決定要因の一つは育児に関わる経済的負担である．本章では，税率

一定のもと，親の経済的負担を軽減する現物給付としての公的育児サービスと現金給付と
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しての育児補助金の配分比率が出生率の変化を通じて経済成長率と社会的厚生に対する影

響について議論した．育児補助金を減らし，公的育児サービスを増加させることは出生率

を高める．公的育児サービスが増大することによって，個人はより多くの労働供給を行

い，より多くの労働所得を得ることができる．この所得の増加によって，個人は子供を持

つことの動機が高まり，出生率の増大をもたらす．そして，育児補助金による貯蓄の変化

を通じての経済成長率への効果が，公的育児サービスの増加による貯蓄の変化を通じての

経済成長率への効果を凌駕しており，公的育児サービスの増加は経済成長率の低下をもた

らすことが明らかにされた．人口成長の低下を通じて経済成長率が低下する場合，税率を

変化させることなく親に対する育児補助金を増加させることによって，出生率はさらに低

下するが，経済成長率が高められることが示された．他方，補助金の減少による消費の減

少という費用と公的育児サービスの増加による人口増加の便益が等しいとき，ある世代の

間接効用で評価した社会的厚生は最大となることが明らかにされた．ここで得られた結果

は公的育児サービスの増加は経済成長率を低下させるが，社会的厚生を高める政策である

ときがあることを示している．

Barro (1990)は，政府が生産要素として蓄積しない公共サービスを供給するとき，経済

成長率の最大化は社会的厚生の最大化をもたらすことを明らかにしている．しかし，本章

で明らかになったように，政府が現物給付と現金給付という異なるタイプの公共支出を行

うとき，その配分の変化が経済成長率と社会的厚生に及ぼす効果はそれぞれ異なる．この

ような公共支出が行われるとき，経済成長率の最大化を目的とするかある世代の間接効用

関数によって評価される社会的厚生の最大化を目的にするかによって社会にとって望まし

い政策となるか否かが明らかとなった．
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補論 経済成長率 (4.19)の導出

経済成長率の定義 (4.18)は以下のように書き直せる．

1 + γy =
Yt+1
Nt+1

Yt

Nt

=
Yt+1

Yt

Nt

Nt+1
=

Kt+1

Kt

Nt

Nt+1

資本市場の均衡条件 (4.12)より，

1 + γy =
StNt

Kt

Nt

Nt+1

さらに，貯蓄率の定義 (4.16)および Nt+1 = (1 + nt+1)Nt によって，

1 + γy =
st(1− τ∆)(1− η∆−(1+θ)(1 + nt+1))WtNt

Kt

1
(1 + nt+1)

と書き直せる．t期の総労働を Lt = (1− η∆−(1+θ)(1 + nt+1))Nt と示せることより，

1 + γy =
(1− τ∆)stLtWt

Kt

1
(1 + nt+1)

となる．これに，効率単位当りの賃金率 (4.8)と労働生産性 (4.5)を代入して，

1 + γy =
(1− τ∆)stwt

(1 + nt+1)a

が導出され，経済成長率 (4.19)が導き出される．
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第 5章

育児と教育と社会保障*1

5.1 はじめに

個人が子供を持つという選択を通じて出生率は一国の経済成長率に影響を及ぼす．個人

が子供を持つことを決定する要因の一つは育児に関わる経済的負担である．前章では，税

率一定のもと，労働世代である親の経済的負担である機会費用を軽減するために．労働世

代である親に公共部門が供給する公的育児サービスと育児補助金の配分比率が出生率の変

化を通じて定常成長経路における経済成長率と社会的厚生に対して与える影響について議

論した．公的育児サービスと育児補助金の配分政策は，経済成長率の最大化を目的とする

かある世代の間接効用関数によって評価される社会的厚生の最大化を目的とするかによっ

て，社会にとって望ましい政策となるか否かが明らかとなった．

多くの先進国では，少子化の進展によって人口構成の高齢化という問題にも直面してい

る．人口構成の少子化と高齢化は労働力の問題を生み出すとともに，社会保障政策にも影

響を及ぼしている．子供を持つということは親の効用を高めるが，育てることの育児費用

と教育費用などを生み出しており，それが少子化の原因となっている．前者の育児費用に

は，前章で議論した親自身の機会費用が含まれており，子供を育児する際に親が労働時間

*1 本章は Omori (2009)に加筆・修正したものである．
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を犠牲にし，育児を行うために生じる労働所得の減少を意味している．後者の教育費用は

親による教育費支出という犠牲を表している．これらの費用は子供を持つ動機を小さく

し，出生率の低下を生み出し，結果的に人口構成の高齢化を加速させている．このような

人口の問題が生み出す労働時間や労働供給量などの労働力の問題に対して，望ましい政府

の政策は人的資本の蓄積を促すことによって効率的な労働力を高めることである．また，

人口の高齢化によって，多くの先進国では社会保障の受給者の数が社会保険料の納付者の

数を超えることが予想されており，社会保障政策の持続が困難になってきている．高齢化

社会における政府の政策において，子供を持つ動機と子供を持たない動機，そして，高齢

者に対する社会保障が考慮されるべきである．

Becker and Barro (1988)の研究を契機に，社会保障制度と出生率についての研究が多

くなされてきており，社会保障が子供の需要に対して影響をもたらすことはよく知られて

いる．数多くある中でも，Zhang and Zhang (1998)は親の育児時間を内生的経済成長モ

デルに導入して，親が子供を持たない動機と社会保障の関係を検討している．彼らは社会

保障のための増税は経済成長と社会的厚生に悪影響をもたらす傾向にあることを示してい

る．これに続いて，Groezen, Leers and Meidam (2003)，Zhang and Zhang (2007)，そ

して，Hirazawa and Yakita (2009)では，個人の効用に子供の数が含まれるモデルにおい

て，公的年金と育児サポートについて分析している*2． Cremer, Gahvari and Pestieau

(2008)では，個人の意思決定に子供の数を含み，親の子供に対する育児能力が異なるケー

スでの公的年金について議論している．しかし，これらのモデルでは，教育費用が考慮さ

れておらず，教育費用が出生率に及ぼす影響について検討する余地が残されている．

教育と社会保障をともに用いた政策は世代間移転のメカニズムを組み込んだ政策と考え

られる．Becker and Tomes (1986) や Gale and Scholtz (1994) では，これらの利他的

*2 Apps and Rees (2004)は課税と公的な育児サポートの助成が労働供給と出生率に及ぼす効果について
議論しているが， 彼らのモデルでは社会保障が含まれていない．
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動機に基づく移転は人的資本の蓄積に影響をもたらすことによって，経済成長に大きな影

響をもたらすことが示されている．Kaganovich and Zilcha (1999)は，人口成長を仮定

しない経済において，社会保障と公的教育の公的な資金調達が経済成長に及ぼす効果につ

いて検討しており，社会保障給付から公的教育への公共支出の配分のシフトは社会的厚

生を改善できることを明らかにしている．Kaganovich and Zilcha (1999)と同様にして，

Pecchenino and Utendorf (1999)では，労働世代の個人は自らの子供を教育し，賦課方

式の年金保険料を支払うとき， 社会保障は教育を締め出し (クラウディングアウトし)，

経済成長と社会的厚生を低下させることが明らかにされている．Pecchenino and Pollard

(2002)では，公的教育の質が十分に高いならば，教育税を増税し社会保障税を減税する政

策は経済成長と経済厚生を高めることが明らかにされている．Glomm and Kaganovich

(2003) は，公的教育と賦課方式の社会保障の間での公共支出の配分が異質な個人が存在

する経済での人的資本の分布に及ぼす影響について検討し，公的教育への支出の増加が人

的資本の不平等の格差をもたらすことがあることを示している．すべてのこれらのモデル

では，人口成長率は外生的なパラメーターによって与えられており，育児時間が出生率に

及ぼす効果は検討されていない．Glomm and Kaganovich (2008)は，育児時間をモデル

に導入して，経済成長と所得の不平等の関係が公的教育と社会保障の資金調達の大きさに

どのように影響しているかについて検討している．しかし，このモデルにおいても，教育

と社会保障をともに用いた政策が出生率に及ぼす効果については議論されていない．

以下のモデルでは，Kaganovich and Zilcha (1999)と同様に，物的な犠牲として子供の

教育に親は投資し，親は子供の人的資本から効用を得ると仮定する．親が持つ子供の数は

親の子供への教育投資に依存している．Glomm and Ravikumar (1992)では，私的教育

のケースと比べて，公的教育は所得の不平等を迅速に改善するが，初期時点での所得の不

平等が十分に大きくないならば，公的教育に比べて，私的教育によってより高い一人当り
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所得が得られることを明らかにしている．ただし，彼らの分析では，これらの教育の出生

率に対する効果は検討されていない．社会保障が含まれないモデルに育児時間を導入する

ことによって，de la Croix and Doepke (2004) は私的な教育投資と出生率の関係につい

て検討しており，そこでは初期時点での家計間で人的資本の賦存量にほとんど不平等がな

いとき，私的な学校教育は高い経済成長をもたらし，初期時点での家計間で人的資本の賦

存量の不平等が十分に大きいとき，公的な学校教育は私的な学校教育に比べて，高い経済

成長をもたらすことが明らかにされている．しかしながら，これらすべてのモデルでは，

社会保障が考慮されておらず，子供を持つことの動機と社会保障の間の関係が個人の出生

に関する意思決定に及ぼす効果については十分に議論されていない．所得に応じて変化す

る社会保障給付と所得に応じて変化しない一括の社会保障給付の組み合わせを考えること

によって，Zhang and Zhang (2003)は遺産を考慮した賦課方式の社会保障，出生率，そ

して，人的資本のそれぞれの経済への効果を検討している．社会保障給付が個人の所得へ

より依存するならば，社会保障給付は出生率を低下させ，人的資本を増加させる．その

ことによって，社会保障は経済成長を高めることが可能であることを彼らは示している．

Yew and Zhang (2009)は人的資本の外部性を考慮し，出生率についての意思決定が内生

的に行われる王朝家計モデル（the dynastic family model）における社会保障システムの

最適規模について議論している．これらのモデルにおいて，公的教育は組み込まれておら

ず，公的教育が出生率に及ぼす効果については明らかとなっていない．

本章では，前章の養育費用が出生率に及ぼす効果についての議論をより深めるために，

賦課方式の社会保障のモデルに子供を持つことに関する個人の意思決定と子供を持つこと

の費用を組み込んだ内生的経済成長モデルを構築することによって，公的教育と社会保障

が出生率に及ぼす影響を検討する．子供を持つことによって，前章で議論した育児のため

に労働時間を削減するという子育ての機会費用ばかりでなく，もう一つの犠牲としての教



第 5章 育児と教育と社会保障 89

育費用を支払うと仮定することによって，ここでの個人は子供を持たないことの動機を

持っていると想定する．また，前章では，引退世代への社会保障については議論していな

い．本章では，この点に言及し，賦課方式の社会保障システムが労働世代の子供を持つこ

との意思決定に及ぼす効果についても議論する．

そして，公的教育と社会保障の資金調達のために，政府は所得税を徴収すると仮定する

ことによって，本章では以下の二点について議論する．第一に，所得税が出生率に及ぼす

効果についてである．第二に，公的教育と社会保障給付の間での配分の変化が出生率に及

ぼす効果についてである．

付け加えて，本章では，所得税が個人の出生に関する意思決定に及ぼす効果を明確にす

るために，様々なタイプの所得税が出生率に及ぼす効果についても検討する．第一に，資

本所得税が出生率に及ぼす効果である．Razin, Sadka and Swagel (2002)が指摘してい

るように，教育と社会保障の資金調達のために資本所得税を課税することが可能であり，

このことによって，引退世代が公共政策の受益者ばかりでなく納税者となるならば，資本

所得税は出生率に影響を及ぼすかもしれない．そこで，本章ではこのことについても議論

する．第二に，政府の予算制約を分割して，社会保障と公的教育に目的税 (社会保障税と

教育税)を課すならば，社会保障税を一定としたときの教育税の増税が出生率に及ぼす効

果，および，教育税を一定としたときの社会保障税の増税が出生率に及ぼす効果を議論す

ることができる．これらの議論によって，子供に関する親の意思決定が公的教育と社会保

障またはどちらかにどのように依存しているが明確になるだろう．

本章の構成は以下の通りである．第 5.2節では，モデルを提示する．第 5.3節では，モ

デルの定常成長経路について検討する．これらをもとに，第 5.4節では，定常成長経路で

の公的教育と社会保障の出生率に及ぼす効果について検討する．第 5.5節では，資本所得

税の出生率に及ぼす効果を議論し，第 5.6節では，教育税と社会保障税が出生率に及ぼす
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効果について議論する．最後に，第 5.7節にて結びを述べる．

5.2 モデル

これまで議論してきたフレームワークであった Samuelson (1958)や Diamond (1965)

の構築した世代重複モデルをもとに，完全予見の個人，企業，政府という経済主体が存在

する 1財の閉鎖経済を想定する*3．前章と同様に，ある期には，若年世代，労働世代，引

退世代の 3世代が存在している．初期時点の労働世代の人口は 1に標準化するが，以降の

各期における労働世代の人口成長率は内生的に決定される．

5.2.1 個人

生涯の中で個人が過ごす第一期は若年期と呼ばれ，親によって育てられ，親と政府の教

育によって人的資本を形成する．第二期目の個人は労働期を過ごし，個人は賃金に非弾力

的に企業に効率的労働を供給する．この期の個人は子供を持ち，1単位の時間を子供の育

児と労働に分けて時間を費やす．労働によって得られた所得は，所得税の納税，労働期の

消費，引退期の消費のための貯蓄，私的な教育投資に用いられる．最終期である引退期を

過ごす個人は社会保障給付と自らの貯蓄とその利子によって消費を行う．t期の労働期の

世代を世代 tと呼ぶことにしよう．前章の個人の効用関数に，若年世代の人的資本からも

効用を得ると考え，Pecchenino and Utendorf (1999)と Pecchenino and Pollard (2002)

にしたがい，世代 tの代表的な個人の効用は

U
(
ct
t, ct

t+1, nt+1, ht+1

)
= ln ct

t + β ln ct
t+1 + δ ln nt+1ht+1 (5.1)

*3 単一の政府を仮定している．
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によって示される*4．ただし，ct
t と ct

t+1 はそれぞれ世代 tの労働期と引退期の消費を表

し，nt+1 は子供の数，ht+1 は t + 1期の人的資本を表している*5．t期の労働世代の人口

を Nt とすると， t + 1期の労働世代の人口は Nt+1 = (1 + nt+1) Nt である．

Kaganovich and Zilcha (1999)が説明しているように，子供の人的資本形成に対して，

親の教育投資と公的な教育投資が貢献し，子供を育児するときの親子のコミュニケーショ

ンも貢献していると考えられる．したがって，世代 t + 1の各個人の人的資本は物的犠牲

としての親によって行われる私的な教育投資，et，政府によって行われる公的な教育投資，

Et，そして，機会費用としての親の子供一人当りの育児時間，Λ，が人的資本の形成にお

いて不可欠であると考えられる*6．さらに，二人目以降の子供の教育にはそれまでに生ま

れた子供の教育に用いた絵本や教育玩具などを用いることができるため，私的に子供を教

育するときに規模の経済を享受できると考えられる．このような考えを考慮すると，私的

な教育投資，et は私的な教育投入として以下のように書き直すことができる．

εt =
et

nψ
t+1

(5.2)

ただし，0 < ψ < 1である．よって，世代 t + 1の各個人の人的資本は

ht+1 = εη
t E1−η

t Λγ (5.3)

と示され， γ > 0であり，0 < η < 1である．

世代 tの代表的個人の労働期と引退期の予算制約式は以下の通り示される．

(1− τw) [1− nt+1Λ] wtht = ct
t + et + st (5.4)

*4 前章と同様に，子の若年期の消費は労働期の親の消費に含まれると仮定する．そして，前章では 1+nt+1

から効用を得ると仮定していたが，本章では子供の数 nt+1 から効用を得ると仮定する．
*5 Pecchenino and Utendorf (1999) や Pecchenino and Pollard (2002) で議論されているように，こ
のタイプの効用関数では，親は自らの消費，子供の数，そして，自らの子供たちを教育することから効用
を得ている．この教育の価値は子供の人的資本によって評価される．

*6 t期の人的資本，ht は賃金所得を通じて税収に影響を及ぼし，公的な教育投資，Et に影響を及ぼしてお
り，次期の人的資本 ht+1 に貢献している．それゆえに，ht は間接的に ht+1 に影響を及ぼしていると
いえる．
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(1 + rt+1) st + Tt+1 = ct
t+1 (5.5)

ただし，τw は賃金所得税率，wt は t期の賃金率，st は貯蓄，rt+1 は t + 1期の利子率，

そして，Tt+1 は t + 1期の社会保障給付である*7．

賃金率，利子率，人的資本，賃金所得税率，子供一人当りの育児時間を所与として，代表

的個人は (5.4)と (5.5)の予算制約のもと自らの効用 (5.1)を最大にするように ct
t，ct

t+1，

nt+1 と et を選択する．このときの最適条件は以下の通りである．

1
ct
t

= λ (5.6)

β

ct
t+1

=
λ

(1 + rt+1)
(5.7)

δ (1− ηψ)
nt+1

= λ (1− τw) Λwtht (5.8)

δη

et
= λ (5.9)

(1− τw) [1− nt+1Λ] wtht − ct
t − et −

ct
t+1

(1 + rt+1)
+

Tt+1

(1 + rt+1)
= 0 (5.10)

ただし，λはラグランジュ乗数である．

最適条件より，最適計画は，

nt+1 =
δ (1− ηψ)

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

+
δ (1− ηψ) Tt+1

(1− τw) Λwtht (1 + rt+1) (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
(5.11)

*7 Becker and Barro (1988)をはじめに，出生率についての研究では，モデルに育児費用を導入するとき，
子供一人当りの育児時間を一定と仮定している．Barro and Becker (1989)，Eckstein and Wolpin

(1985)，Morand (1999)，Yakita (2001)，Tabata (2003)，de la Croix and Doepke (2004)，Groezen,

Leers and Meidam (2003)，Zhang and Zhang (2007)，Hirazawa and Yakita (2009) などの研究
においても同様の仮定がなされている．しかしながら，育児において規模の経済を個人は享受できること
もあるだろう．この仮定の妥当性を判断するために，この育児における規模の経済を章末の補論 1におい
て検討している．付け加えて，労働期における世代 tの代表的個人の予算制約式において，育児に関する
金銭的（pecuniary）な固定費用を仮定していない．そのような固定費用を含んだ経路の議論は本質的な
結論に影響を及ぼさない．
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であり，

et =

(
(1− τw) wtht + Tt+1

(1+rt+1)

)
δη

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
(5.12)

そして，

st =
β (1− τw) wtht

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
− (1 + δ (1 + η (1− ψ)))Tt+1

(1 + rt+1) (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
(5.13)

である*8 ．

5.2.2 企業

企業は物的資本と効率的労働を用いて生産活動を行う．総生産関数は以下のように示さ

れる．

Yt = AKα
t H1−α

t

ただし， Yt は t期における総産出，Aは技術パラメーター，Kt は t期における総物的資

本，Ht は t期における総効率的労働 (Ht = ht (1− nt+1Λ) Nt)，そして，0 < α < 1であ

る．生産技術は規模に関して収穫一定を仮定し，各生産要素に関する限界生産力は正で逓

減的であると仮定する．yt ≡ Yt

Nt
， kt ≡ Kt

Nt
とすると，労働世代一人当りの生産関数は，

yt = Akα
t [ht (1− nt+1Λ)]1−α (5.14)

である．完全競争に直面している企業は利潤最大化行動を行うと仮定する．利潤最大化の

最適条件より，各生産要素の価格は以下の通り示される．

wt = (1− α) Akα
t [ht (1− nt+1Λ)]−α = (1− α)

yt

[ht (1− nt+1Λ)]
(5.15)

1 + rt = αAkα−1
t [ht (1− nt+1Λ)]1−α = α

yt

kt
(5.16)

*8 貯蓄が非負であるために，β (1 + rt+1) ≥ (1+δ(1+η(1−ψ)))Tt+1
(1−τw)wtht

を仮定する．
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5.2.3 政府

政府は均衡予算政策を採ると仮定する．今期の税収は今期の公的な教育投資と社会保障

給付の財源として用いられる*9．t期における政府の予算制約は

τw [1− nt+1Λ] wthtNt = EtNt + TtNt−1

である．さらに，∆を税収のうち公的な教育投資に向けられる比率とする (0 < ∆ < 1)．

t期における公的な教育投資は

Et = ∆τw [1− nt+1Λ] wtht = ∆τw (1− α) yt (5.17)

と示され，t期の社会保障給付は

Tt = (1 + nt) (1−∆) τw [1− nt+1Λ] wtht = (1 + nt) (1−∆) τw (1− α) yt (5.18)

と示される．以下の議論では，簡単化のために，τw と∆は時間を通じて一定と仮定する．

5.3 定常成長経路

総投資と総貯蓄が等しいとき，資本市場が均衡する*10．一人当りの資本市場の均衡条

件は

(1 + nt+1) kt+1 = st (5.19)

と示される．(5.13) から (5.18) までを用いて，(5.19) は以下のように書き直すことがで

きる．

(1 + nt+1)kt+1 =
(1− α)

(1 + β + δ(1 + η(1− ψ)))

×
[
β (1− τw) yt

(1− nt+1Λ)
− α−1 (1 + δ(1 + η(1− ψ))) (1−∆) τw (1 + nt+1) kt+1

]
(5.20)

*9 社会保障給付が賃金の一部割合を置き換えるものとして用いられても，同様の結果が得られる．本章の
分析目的の一つは公的な教育投資と社会保障給付の配分の変化が出生に関する意思決定に及ぼす効果を検
討することである．この目的のために，社会保障給付は一括移転として仮定する

*10 簡単化のために，減価償却を考慮していないが，減価償却を考慮しても本質的な議論に変化はない．
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定常成長経路において，(5.15)，(5.16)，(5.18)，および (5.20)を子供の数に関する最適

計画 (5.11)に代入して，定常成長経路における最適な子供の数は以下の通り示される．

nt+1 =
δ (1− ηψ)

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

+
δ (1− ηψ)

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

× (1−∆) τw (1− α) β

[α (1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + (1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− α) (1−∆) τw]
(5.21)

τw と ∆ は時間を通じて一定と仮定しているため，nt+1 は定常成長経路において時間に

独立な変数として示される*11．(5.21)の右辺第 1項では，子供を持つことの代替効果が

示されている．この項は何ら公共政策のパラメーターに依存していないことを留意された

い．第二項では子供を持つことの社会保障給付の所得効果を示している．

この経済における定常成長経路は,個人の人的資本 (h)と物的資本 (k)の比率が一定に

ある経済と定義する．
ht+1

kt+1
=

ht

kt
= ω (5.22)

定常成長経路の経済成長率は

1 + γ =
kt+1

kt

と示される．人的資本に関する仮定の (5.2)から (5.3)まで，そして，最適計画 (5.12)か

ら定常成長経路の最適な子供の数 (5.21) までを用いて，このモデルでの定常成長経路に

おける経済成長率は対数形により以下の通り示される*12．

ln (1 + γ) = ln
(

kt+1

kt

)
= ln

1
(1−nt+1Λ)

β(1−τw)(1−α)

+ln
[

1
α

(1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1 + nt+1) (1−∆) τw (1− α) + (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
]

+ ln (1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + ln (1− nt+1Λ) + (1− α) lnω (5.23)

*11 以下では，内点解を仮定する．章末の補論 1 では，育児における規模の経済が享受できるときの定常状
態における最適な子供の数を示している．

*12 導出については章末の補論 2を参照．



第 5章 育児と教育と社会保障 96

であり，ここで，

lnω = ln
(

ht+1

kt+1

)
= η ln

δη

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))

+ η ln
[

1
β (1− α)

[ 1
α

(1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− nt+1) (1−∆) τw (1− α)

+ (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
]]

+ (1− η) ln ∆τw (1− α)

+ ln
(1− nt+1Λ)

β (1− τw) (1− α)

[ 1
α

(1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− nt+1) (1−∆) τw (1− α)

+ (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
]

+ γ lnΛ− ηψ lnnt+1 (5.24)

である．定常成長経路において，(5.21) が一定であることより，(5.24) 右辺も一定であ

り，ω は一定であるといえる．よって，このモデルの定常成長経路における経済成長率

(5.23)は一定である．しかしながら，ここで示される経済成長率はモデルのパラメーター

に依存して，政策が定常成長経路に及ぼす効果は異なる．定常成長経路での公共政策が経

済成長率に及ぼす効果を検討することはここでの主題ではないので，以下では，定常成長

経路における公共政策が出生率に及ぼす効果を検討する．

5.4 出生率への政策の効果

本節では，賃金所得税および公的教育投資と社会保障給付の配分の変更が出生率に及ぼ

す効果をそれぞれ検討する．
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5.4.1 賃金所得税

定常成長経路における出生率に賃金所得税が及ぼす効果は，最適な子供の数 (5.21)

より，

dn

dτw
=

δ (1− ηψ)
(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

×
[

α (1−∆) (1− α) β (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
[α (1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + (1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− α) (1−∆) τw]2

]
> 0

(5.25)

である．賃金所得税率の増大は出生率を高める．賃金所得税率の増大によって，公的教育

投資と社会保障給付は増加する．公的教育投資によって，機会費用としての育児費用と物

的犠牲としての私的な教育費用は低下する．そのような税の増大は子供を持つことの動機

を高める．他方，親がもう一人子供を持つことを意思決定するとき，子供の費用を賄うた

めに親は自らの貯蓄を切り崩すことが必要である．このような貯蓄の切り崩しを補うため

に，親はより多くの所得とより多くの社会保障給付を必要とする．社会保障給付の増大は

部分的にこのような子供を持つことの貯蓄の切り崩しを補っている．このような観点から

もこのような増税は親が子供をもつことの動機を高める．このことより，公的教育投資と

社会保障給付の財源調達としての賃金所得税率をより高く設定することは個人により多く

の子供を持つことを促す政策といえる*13．

*13 社会保障と出生率をともに分析した実証研究は少ない．クロスカントリーのデータを用いて，Ehrlich

and Zhong (1998) は出生に社会保障と国内総生産の比率が及ぼす効果を検討しており，社会保障は出
生率に対して負の効果を及ぼすことを明らかにしている．Zhang and Zhang (2004) の実証分析によれ
ば，公的教育を考慮しないとき，貯蓄に影響を与えることなく出生率を低下させ人的投資を増やすことに
よって，社会保障は一人当りの経済成長を促す傾向があることが示されている．彼らはクロスセクション
のデータを用いているため，公的な育児サポートなどのここでは議論していない公共政策によって，社会
保障と出生率に負の相関関係があると考えられる．公的教育を考慮しているこのモデルでは，公的教育投
資は私的教育投資と代替関係にあるため．これまでの実証研究によってこの理論モデルは説明されない．
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5.4.2 公的教育投資と社会保障給付の配分

教育政策と社会保障政策をともに用いることは 1つの世代間移転政策のメカニズムとし

て考えられる．世代間移転が出生率に及ぼす効果を検討するために，社会保障給付から公

的な教育投資に公共支出の配分が変更されたときの効果を本小節では検討する．定常成長

経路において，最適な子供の数 (5.21)より，

dn

d∆
=

δ (1− ηψ)
(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

×
[

−ατw (1− α) β (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
[α (1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + (1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− α) (1−∆) τw]2

]
< 0

(5.26)

である．よって，賃金所得税率が一定のとき，社会保障給付から公的な教育投資への公共

支出の配分の変更は出生率を低下させることがいえる．社会保障給付から公的な教育投

資への公共支出の配分の変更は二つの効果を生み出す．第一に，定常成長経路において，

公的教育投資の増加は人的資本を増加させ，所得効果を生み出すことである．これまで

に議論してきたように，このような増加は育児費用と私的な教育費用の低下をもたらす．

第二に，そのような配分の変更は社会保障給付の減少を通じて引退世代の所得の低下を

もたらす．子供を持つことは費用がかかるが，最適条件 (5.6) − (5.10)，および最適計画

(5.11)− (5.13)より，社会保障給付の減少によって，個人は引退期の消費のためにより多

くの貯蓄を行う動機が高まり，子供をもつ動機が低下する．

そして，前章の第 4章では，親である労働世代に育児補助金と公的育児サービスを公共

部門が供給するとき，育児補助金を減らし公的育児サービスを増加させることは出生率を

高めることが示された．育児補助金を減らし公的育児サービスを増やす政策によって，個

人はより多くの労働供給を行い，より多くの労働所得を得ることができる．この所得の増

加によって，個人は子供を持つことの動機が高まり，出生率の増大をもたらすことが明ら
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かにされた．これに対して，本章では，引退世代への社会保障給付を減らし，労働世代と

若年世代が便益をうける公的教育投資を増加させる政策は出生率を低下させることが示さ

れている．労働世代に補助金を給付するか引退世代に社会保障を給付するかの違いによっ

て，個人の貯蓄と子供を持つことの動機が変化してしまったためにこのような結果の違い

が生じたと考えられる．

5.5 資本所得税

これまで議論してきたように，教育と社会保障は世代間移転政策のメカニズムを含んだ

政策といえる．前節では社会保障給付から公的教育投資への財源の配分の変更は出生率を

低下させることが示された．しかしながら，世代間移転政策として資本所得税を採ること

も政府は可能である．以下では，その資本所得課税が出生率に及ぼす効果を検討する．

ここで，政府は富ばかりでなく利子所得にも課税する包括的な資本課税政策を採用する

と想定する*14 ．労働期と引退期の世代 tの代表的個人の予算制約式はそれぞれ以下のよ

うに示される．

[1− nt+1Λ] wtht = ct
t + et + st (5.27)

(1− τi) (1 + rt+1) st + Tt+1 = ct
t+1 (5.28)

ここで，τi は資本所得税率を示している*15．

t期における政府の予算制約式は

τi (1 + rt) st−1Nt−1 = EtNt + TtNt−1

である．このときの公的教育投資は

Et = ∆τiαyt (5.29)

*14 利子所得のみに課税する場合であっても，この包括的な資本所得課税と本質的に結論に変化はない．
*15 wt， rt+1， ht， τi，および Λを所与として，予算制約式 (5.27)と (5.28)の制約のもと，(5.1)の効
用を最大にするように代表的個人は ct

t，ct
t+1，nt+1，そして，et を選択する．
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によって示され，社会保障給付は

Tt = (1−∆)τi (1 + nt)αyt (5.30)

である．これまでと同様にして，簡単化のために，τi と ∆ は時間を通じて一定と仮定

する．

最適な子供の数 (5.21) の導出と同様にして，定常成長経路における最適な子供の数は

以下の通り示すことができる．

nt+1 =
δ (1− ηψ)

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

+
δ (1− ηψ)

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))

× τi (1−∆) β

[(1− τi) (1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + (1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1−∆) τi]
(5.31)

(5.21) と同様の解釈が (5.31) についても当てはまる．定常成長経路における資本所得税

が出生率に及ぼす効果は (5.31)より，

dn

dτi
=

δ (1− ηψ) [(1−∆)β [(1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))−∆(1 + δ (1 + η (1− ψ))) τi]]
(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ [(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + (1 + δ (1 + η (1− ψ))) τi]

2

> 0 (5.32)

である．資本所得税の増税は出生率を高める．資本所得税の増税は子供を持つことの費用

に対して代替効果を生み出す．前節まで議論したように，資本所得税の増税は公的教育投

資と社会保障給付を増加させる．よって，資本所得税の増税は個人により多くの子供を持

つことを促す．

賃金所得税率が一定のとき，社会保障給付から公的な教育投資への財源の配分の変更は

出生率を低下させる．それに対して，本節では資本所得税の増税は出生率に対して正の効

果があることが示されている．資本所得税は公的教育と社会保障の財源としてのみ利用可

能である．このことによって，引退世代はこれらの公共政策の便益を享受するばかりでな
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く，納税者でもある．他方，労働世代には課税がなされていないため，資本所得税によっ

て財源調達された公的教育投資の便益を享受するのみである．このような資本所得税を

通じて，引退世代から労働世代への世代間所得再分配は出生率に関して正の効果をもた

らす．

5.6 教育税と社会保障税

政府の予算制約式が分割されて，公的教育投資と社会保障についての目的税の課税が可

能であるとき，社会保障の目的税である社会保障税が一定であるときの公的教育投資の目

的税である教育税の出生率に及ぼす効果，そして，教育税が一定であるときの社会保障税

の出生率に及ぼす効果を議論することができる．この議論によって，親の子供を持つこと

の意思決定が公的教育投資そしてまたは社会保障給付にどのように依存しているかがより

明確になるだろう*16．労働期と引退期の世代 t の代表的個人の予算制約式はそれぞれ以

下のように示される．

(1− τE − τT ) [1− nt+1Λ] wtht = ct
t + et + st (5.33)

(1 + rt+1) st + Tt+1 = ct
t+1 (5.34)

であり，τE は教育税を，τT は社会保障税を示している．*17最適条件より，ct
t と ct

t+1 の限

界代替率は
ct
t+1

ct
t

=
β

(1 + rt+1)
(5.35)

である．

t期における一人当りの公的教育についての政府の予算制約は

Et = τE (1− α) yt (5.36)

*16 Pecchenino and Pollard (2002)では，教育税の増税と社会保障税の減税は経済成長と経済厚生を高め
ることが示されている． しかし，彼女たちはこれら二つの税が出生率に及ぼす効果を議論していない．

*17 wt， rt+1， ht， τE， τT，および Λを所与として，予算制約式 (5.33)と (5.34)の制約のもと，(5.1)

の効用を最大にするように代表的個人は ct
t，ct

t+1，nt+1，そして，et を選択する．
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であり，一人当りの社会保障給付についての政府の予算制約は

Tt = (1 + nt) τT (1− α) yt (5.37)

である．簡単化のために， τE と τT は時間を通じて一定と仮定する．

(5.21)の導出と同様にして，定常成長経路における最適な子供の数は

nt+1 =
δ (1− ηψ)

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

+
δ (1− ηψ)

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

× τT (1− α) β

[α (1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + (1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− α) τT ]
(5.38)

である．(5.21) と同様の解釈が (5.38) についても当てはまる．定常成長経路において，

社会保障税は一定であるときの教育税の出生率に及ぼす効果は以下の通りである．(5.38)

より，
dn

dτE
= 0 (5.39)

である．社会保障税が一定であるとき，教育税の出生率に及ぼす効果は中立である．

(5.38)に示されるように，教育税についてのパラメーターは定常成長経路における子供の

数に影響を及ぼしていない．労働世代にとって，教育税の増税は自らの可処分所得を減少

させるが，そのような増税は子供に関する親の意思決定に影響を及ぼしていない．この結

果は対数の効用関数を仮定したことに依存している．ct
t と ct

t+1 の限界代替率は (5.35)に

よって示されている．この効用関数を仮定するとき，教育税は限界代替率に何ら影響を

及ぼしていない．教育税の変化は貯蓄額に影響を及ぼすが貯蓄率に影響を及ぼしていな

い*18．

他方，定常成長経路において，教育税が一定のときの社会保障税が出生率に及ぼす効果

*18 もし違うタイプの効用関数を仮定するならば，特定化された解を得ることができず，同様な結論は得ら
れないだろう．
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は次の通りである．(5.38)より，

dn

dτT
=

δ (1− ηψ)
(1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) Λ

×
[

(1− α) βα (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
[α (1 + β + δ (1 + η (1− ψ))) + (1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− α) τT ]2

]
> 0 (5.40)

である．教育税が一定であるとき，社会保障税の増税は出生率に対して正の効果をもたら

す．定常成長経路において，最適な子供の数 (5.38)が示すように，最適な子供の数は教育

税に依存していないが社会保障税に依存している．このケースでは，引退期の個人の行動

を考慮しているため，子供をもつことの親の決定は社会保障に依存している．これまで議

論してきたように，親が追加的に子供を持つことを意思決定したとき，子供の費用を賄う

ために，自らの貯蓄を切り崩すことを行わなければならない．このような貯蓄の切り崩し

を補うために，親はより多くの社会保障給付を必要とする．このモデルでは，賦課方式の

社会保障システムを想定している．より多くの子供を持つことによって，労働世代の社会

保障給付が増加する．よって，社会保障給付のために賃金所得税は個人により多くの子供

を持つことを促す*19．

社会保障税が一定のときの教育税の出生率に及ぼす効果が中立であることは効用関数の

仮定に依存している．しかし，このようなモデルであっても，教育税一定のもと社会保障

税は出生率に正の効果を及ぼしている．社会保障は私的貯蓄に置換効果をもたらすが，教

育税は異時点間の置換効果をもたらさない．このような異時点間の置換効果は個人の貯蓄

率を変化させ，教育税と社会保障税が出生率に及ぼす効果の違いを生み出した．

*19 Zhang and Zhang (2007)では，人的資本形成を含まない王朝家計モデル（a dynastic model）におい
て，出生率に対する社会保障税の正の効果は引退世代の親の消費から得られる効用，労働世代の消費から
得られる効用，そして，労働世代の消費からの効用と子供の数からの効用との比率のそれぞれのパラメー
ターに依存していることが示されている．また，Hirazawa and Yakita (2009)では，小国開放経済にお
ける 3期間生き続けるが人的投資を行わない世代重複モデルを用いて，そのような効果を議論している．
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5.7 結び

本章では，公的教育と社会保障が出生率に及ぼす影響を検討するために，賦課方式の社

会保障のモデルに子供を持つことに関する個人の意思決定と育児費用を組み込んだ内生的

経済成長モデルを構築することによって，公的教育と社会保障が出生率に及ぼす影響を検

討した．教育政策と社会保障政策をともに用いることは 1つの世代間移転政策のメカニズ

ムとして考えられる．引退世代と労働世代の世代間移転は個人の子供を持つことに関する

意思決定に影響を及ぼす．公的教育と社会保障給付の財源となる所得税の増税は出生率を

高める．特に，賃金所得税，資本所得税，および教育税が一定のときの社会保障税のそれ

ぞれの増税は出生率を高める．他方，賃金所得税率が一定のとき，社会保障給付から公的

な教育投資への財源の配分変更によって，出生率は低下する．さらに，社会保障税が一定

のとき，教育税が出生率に及ぼす効果は中立である．

追加的に子供を持つために，親は子供の費用を自らの貯蓄を切り崩すことによって賄

う．私的な育児費用を低下させ，社会保障給付を増加させる公共政策は部分的にこれらの

貯蓄の切り崩しを補完し，親に追加的な子供を持つ動機を与える．高齢化社会において，

政府が出生率を高める政策を考えるとき，政府は子供を持つことの親の動機と子供の費用

を考慮するべきである．これらのことを考慮した公共政策は出生率を高め，人口成長を促

すことが可能だろう．

本章では，一定率で成長する経済における公的教育と社会保障が個人の出生に関する決

定に及ぼす効果について検討したが，これらの公共政策が定常成長経路での経済成長率と

社会的厚生に及ぼす効果については議論していない．本章のモデルは閉鎖経済を想定して

おり，他の同様のモデルよりも複雑なモデルとなっているためである．これらの公共政策

は個人の意思決定に影響を及ぼしているが，数値例を用いて分析したとしても，これらの
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公共政策が経済成長率と社会的厚生に及ぼす効果はモデルのパラメーターに依存して変化

する．そのため，本章のモデルについて数値例を用いて分析することも難しい．本章で

は，これらの経済成長率と社会的厚生への効果についてモデル上の解析的な分析および数

値例を用いての分析とも行っていない．これらの分析は今後の研究課題として残されてい

るだろう．

補論 1 育児と規模の経済

育児の際に規模の経済があるとき，機会費用としての親の子供一人当りの育児時間，Dt

は，

Dt =
Λ

nφ
t+1

(A1)

によって示される．ただし，φ ≥ 0である．世代 tの労動期における代表的個人の予算制

約は

(1− τw) [1− nt+1Dt] wtht = ct
t + et + st (A2)

と書き直される．賃金率，利子率，人的資本，賃金所得税率，子供一人当りの育児時間を

所与として，代表的個人は (A2)と (5.5)の予算制約のもと自らの効用 (5.1)を最大にする

ように ct
t，ct

t+1，nt+1 と et を選択する．(5.21)の導出と同様にして，定常成長経路にお

ける最適な子供の数は以下の通り示される．

nt+1 =

{
δ (1− ηψ)(

Γ + δ
(

1
1−φ + η

(
1− ψ

1−φ

)))
Λ (1− φ)

+
δ (1− ηψ)(

Γ + δ
(

1
1−φ + η

(
1− ψ

1−φ

)))
Λ (1− φ)

× (1−∆) τw (1− α) β

α
(
Γ + δ

(
1

1−φ + η
(
1− ψ

1−φ

)))
+

(
1 + δ

(
1

1−φ + η
(
1− ψ

1−φ

)))
Ω(1−∆) τw

} 1
1−φ

(A3)
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ここで，Γ = 1+β であり，Ω = 1−αである．(A3)において，1−φは正である．φ = 0

のとき，定常成長経路における最適な子供の数， (A3)は (5.21)と同じである．もし育児

の際の規模の経済を考慮しても，同様の結果を示すことができる．本章では，簡単化のた

めに，育児の際の規模の経済を示すパラメーター，φは 0と仮定している．

補論 2 経済成長率 (5.23)の導出

資本市場の均衡条件 (5.19)に最適な貯蓄 (5.13)，賃金率 (5.15)，利子率 (5.16)，社会保

障給付 (5.18)を代入することによって，以下の関係式を得る．

yt =
(1− nt+1Λ)

β (1− τw) (1− α)

[ 1
α

(1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− nt+1) (1−∆) τw (1− α)

+ (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
]
kt+1 (A4)

次に，最適な私的教育支出 (5.12)において，右辺分子の所得に注目すると，(5.12)に占め

る所得 (It)は，

It =
(

(1− τw) wtht +
Tt+1

(1 + rt+1)

)

であり，賃金率 (5.15)，利子率 (5.16)，社会保障給付 (5.18)を用いて，書き直すと，

It =
[

1
β (1− α)

[ 1
α

(1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− nt+1) (1−∆) τw (1− α)

+ (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
]]

kt+1 (A5)

である．(A5)より，(5.12)は次のように書き直すことができる．

et =
δη

(1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))

×
[

1
β (1− α)

[ 1
α

(1 + δ (1 + η (1− ψ))) (1− nt+1) (1−∆) τw (1− α)

+ (1 + β + δ (1 + η (1− ψ)))
]]

kt+1 (A6)

そして，人的資本 (5.3)を対数型により表すと，

lnht+1 = η ln εt + (1− η) lnEt + γ lnΛ
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である．公的教育投資 (5.17), (A4),(A6)を代入して，整理すると，定常成長経路におけ

る ω の対数型 (5.24)を導くことができる．これらより，経済成長率は以下の通り導くこ

とができる．ω の定義 (5.22)より，労働世代一人当りの生産関数 (5.14)は

yt = Aω1−α (1− nt+1Λ)1−α
kt (A7)

と書き直し，(A4) を (A7) に代入して，対数型にすると，定常成長経路の経済成長率

(5.23)を導出できる．
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第 6章

結語

本論文では，内生的経済成長モデルを用いて，税と公共支出が経済成長に及ぼす効果に

ついて検討してきた．複数の課税主体の存在や増税・減税なく部門間での公共支出の配分

の変更などは個人や企業の意思決定に影響を及ぼす．政府が担う経済安定化機能としての

これらの複数の課税主体や公共支出の配分の変更という政策が一定率で成長する経済での

定常成長経路の経済成長率，社会的厚生，そして，人口成長率に対して課税や公共投資の

配分の変更が及ぼす効果について議論してきた．

第 1章では新古典派成長モデルとは異なる生産関数を仮定することによって，新古典派

経済成長モデルでは分析することが不可能であった公共政策の定常成長経路における経済

成長率への効果を分析することが内生的経済成長モデルの構築を通じて可能となったこと

を示した．内生的経済成長モデルでは，公共政策や市場構造などの要因が定常成長経路に

おける長期的な経済成長率に対する影響を評価することが可能となったのである．

第 2 章では，経済成長率最大化を目的とする中央政府と住民の社会的厚生最大化を目

的とする地方政府の 2 つのタイプの政府が存在する内生的経済成長モデルを構築するこ

とによって，両政府の相互依存関係が経済成長に及ぼす効果について分析した．同じ課税

ベースに対して，中央政府と地方政府はそれぞれ自らの公共支出を行うための財源として

課税を行うと仮定しているため，一方の政府の最適税率はもう一方の政府の行動の影響を



第 6章 結語 109

受ける．政府間の戦略的相互関係によって，中央政府が最も高い達成可能な経済成長率を

生み出す税率よりも低い税率を選択することが明らかにされた．課税ベースの重複によっ

て，両政府とも自らの増税による真の限界費用に基づく課税の意思決定が行えないため，

政府は社会的に最適でない課税についての意思決定が行われる．一方の政府が増税すると

きに，その政府は資本蓄積の低下を考慮しているが，資本蓄積の低下を完全に考慮してい

ないもう一方の政府が社会的に最適でない税率を課すという負の外部効果を生み出す．こ

の外部性によって，社会的に望ましい税率と比べ，両政府は過度に高い税率か過度に低い

税率を選択することを示した．

第 3 章では，個人の貯蓄行動を明示的にモデルに導入した世代重複モデルのフレーム

ワークのもと，税率一定のとき，企業の生産向け公共支出と個人の消費に代替的な公共支

出の配分比率が定常成長経路の経済成長率に及ぼす効果について検討した．個人の消費に

代替的な公共支出の変化が個人の貯蓄行動に及ぼす影響より，企業の生産向けの公共支出

の変化が企業の利潤分配に影響を及ぼす効果の方が大きいとき，生産向けの公共支出の増

加によって定常成長経路の経済成長率は上昇し，逆のケースでは，生産向けの公共支出の

増加は定常成長経路の経済成長率は低下をもたらすことが明らかにされた．しかしなが

ら，引退世代の消費に対してのみ代替的な公共財を政府が供給するケースでは，労働増大

的な公共支出の増加は常に資本の成長率と定常成長経路の経済成長率を高めることが示さ

れた．政府は企業の生産向けの公共支出よりも個人の消費向けの公共支出を重点的に行う

場合であっても，定常成長経路の経済成長率を高めることができるときがあることを明ら

かにした．

第 4章において，税率一定のもと，出生率の変化を通じて，親の経済的負担を軽減する

現物給付としての公的育児サービスと現金給付としての育児補助金の配分比率が経済成長

に及ぼす影響について議論した．育児補助金を減らし，公的育児サービスを増加させるこ
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とは出生率を高める．しかし，育児補助金による貯蓄の変化を通じての経済成長率への効

果が，公的育児サービスの増加による貯蓄の変化を通じての経済成長率への効果を凌駕し

ており，公的育児サービスの増加は経済成長率の低下をもたらすことが示された．加え

て，補助金の減少による消費の減少という費用と公的育児サービスの増加による人口増加

の便益が等しいとき，ある世代の代表的個人の間接効用関数によって評価された社会的厚

生は最大となることが明らかにされた．このことは経済成長率を高める政策が社会的厚生

を高める政策とならないことを示している．

第 5章では，公的教育と社会保障が出生率に及ぼす影響を検討するために，賦課方式の

社会保障のモデルに子供を持つことに関する個人の意思決定と育児費用を組み込んだ内生

的経済成長モデルを構築することによって，公的教育と社会保障が出生率に及ぼす影響を

検討した．本章では以下の結論が得られた．第一に，賃金所得税，資本所得税，および教

育税が一定のときの社会保障税のそれぞれの増税は出生率を高めることである．第二に，

賃金所得税率が一定のとき，社会保障給付から公的な教育投資への財源の配分変更によっ

て，出生率は低下することである．第三に，社会保障税が一定のとき，教育税が出生率に

及ぼす効果は中立である．追加的に子供を持つために，親は子供の費用を自らの貯蓄を切

り崩すことによって賄う．私的な育児費用を低下させ，社会保障給付を増加させる公共政

策は部分的にこれらの貯蓄の切り崩しを補完し，親に追加的な子供を持つ動機を与える．

高齢化社会において，政府が出生率を高める政策を考えるとき，政府は子供を持つことの

親の動機と子供の費用を考慮するべきである．これらのことを考慮した公共政策は出生率

を高め，人口成長を促すことが可能であることを示した．

本博士論文では，内生的経済成長モデルを用いて，公共政策が経済成長率，人口成長率

および社会的厚生に及ぼす効果を理論的に明らかにしたが，数値例や現実のデータを用い

た分析は十分に行われていない．そのため，本論文で議論した公共政策についての実現可
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能性 (feasibility)の検証が行われていないといえる．本論文のモデルは複雑な閉鎖経済モ

デルを想定しており，数値例を用いた分析を行ったとしてもこれらの公共政策が経済成長

率と社会的厚生に及ぼす効果はモデルのパラメーターに依存して変化する．それゆえ，数

値例を用いて，ここで取り上げた公共政策の経済成長率と社会的厚生への効果を分析する

ことは難しい．さらに，現実的な経済安定化機能としての政策と本論文での理論上の政策

との関係について，実証的な分析も行われていない．これらの数値例を用いた分析や実証

分析が今後の研究課題として残されている．

最後に，本研究の拡張について述べることで本論文を結びたい．多くの先進国では，少

子高齢社会に直面し，人口構造が若年者や労働者の人口よりも高齢者の人口が多い社会に

直面している．労働人口の減少は生産能力の低下をもたらし，経済成長を低下させる要因

となっている．生産能力を補うためには，政府や企業の研究開発あるいは政府による教育

投資を通じて効率的な労働供給を増加させることが考えられる．本論文では，教育投資が

人口成長率に対して及ぼす効果については議論しているが，公共政策が研究開発に及ぼす

効果については議論していない．しかし，Grossman and Helpman (1991)の研究を代表

とするように研究開発が定常成長経路の経済成長率に及ぼす効果はこれまでにも十分に議

論されてきている．研究開発は生産力の上昇を通じて経済成長を促すばかりでなく，一部

の研究開発は個人の寿命を延ばすことなどにより人口構造の変化を社会にもたらしてい

る．例えば，医学の研究開発は個人の寿命を延ばすことにより，高齢者の増加をもたら

し，人口構成の高齢化を促しているとも考えられる．人口構成の高齢化を生み出す原因と

なる研究開発への公共政策が経済成長に及ぼす影響，そして，人口構造の変化に対する公

共政策が経済成長に及ぼす効果などについてさらなる議論が必要である．本論文で議論し

た少子化社会に焦点をあてるだけでなく，少子高齢社会を生み出す経済構造と経済成長の

関係を分析することも今後の研究課題として残されている．
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